
JP 5651916 B2 2015.1.14

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくともハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料を含む緑色顔料成分と、アミン価が５０
～１００ｍｇＫＯＨ／ｇであり、かつ塩基性共重合体ブロック（Ａ）と、顔料担体親和性
共重合体ブロック（Ｂ）と、からなるブロック共重合体樹脂である塩基性樹脂型分散剤（
ただし、さらに酸価が０を超える分散剤、および親溶媒性を有するＡブロック及び窒素原
子を含む官能基を有するＢブロックからなるブロック共重合体であり、そのアミン価が８
０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上１５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下（有効固形分換算）である分散剤を除く
）と、樹脂（ただし、オキセタニル基を有する繰り返し単位の含有量が７０質量％以上で
ある重合体を除く）、その前駆体又はそれらの混合物からなる顔料担体と、を含有してな
るカラーフィルタ用緑色着色組成物。
【請求項２】
　前記塩基性樹脂型分散剤の含有量が、前記緑色顔料成分の全重量を基準として、０．０
０１～５０重量％であることを特徴とする請求項１記載のカラーフィルタ用緑色着色組成
物。
【請求項３】
　前記ブロック共重合体樹脂が、リビングラジカル重合により得られたブロック共重合体
樹脂である請求項１または２記載のカラーフィルタ用緑色着色組成物。
【請求項４】
　更に、塩基性置換基を有する色素誘導体を含有してなる請求項１～３いずれか記載のカ
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ラーフィルタ用緑色着色組成物。
【請求項５】
　前記塩基性置換基を有する色素誘導体の含有量が、顔料成分１００重量部に対し、１～
５０量部である請求項４記載のカラーフィルタ用緑色着色組成物。
【請求項６】
　前記顔料担体を構成する樹脂が、酸価をＸ（ｍｇＫＯＨ／ｇ）とし、重量平均分子量を
Ｙとした場合に、下記式（ア）、（イ）、及び（ウ）の条件を同時にすべて満たす樹脂で
ある、請求項１～５いずれか記載のカラーフィルタ用緑色着色組成物。
（ア）Ｙ＞－７５０Ｘ＋５１０００
（イ）Ｙ＞９４０Ｘ－７９０００
（ウ）Ｙ＞８０００
【請求項７】
　請求項１～６いずれか記載のカラーフィルタ用緑色着色組成物から形成される緑色フィ
ルタセグメントを具備することを特徴とするカラーフィルタ。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、カラー液晶表示装置、カラー撮像管素子等に用いられるカラーフィルタの製
造に使用されるカラーフィルタ用緑色着色組成物、及びこれを用いて形成されるカラーフ
ィルタに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
液晶表示装置は、２枚の偏光板に挟まれた液晶層が、１枚目の偏光板を通過した光の偏光
度合いを制御して、２枚目の偏光板を通過する光量をコントロールすることにより表示を
行う表示装置であり、ツイストネマチック（ＴＮ）型液晶を用いるタイプが主流となって
いる。液晶表示装置は、２枚の偏光板の間にカラーフィルタを設けることによりカラー表
示が可能となり、近年、テレビやパソコンモニタ等に用いられるようになったことから、
カラーフィルタに対して高コントラスト化、高明度化の要求が高まっている。
カラーフィルタは、ガラス等の透明な基板の表面に２種以上の異なる色相の微細な帯（ス
トライプ）状のフィルタセグメントを平行又は交差して配置したもの、あるいは微細なフ
ィルタセグメントを縦横一定の配列で配置したものからなっている。フィルタセグメント
は、数ミクロン～数１００ミクロンと微細であり、しかも色相毎に所定の配列で整然と配
置されている。
【０００３】
　一般的に、カラー液晶表示装置では、カラーフィルタの上に液晶を駆動させるための透
明電極が蒸着あるいはスパッタリングにより形成され、更に、その上に液晶を一定方向に
配向させるための配向膜が形成されている。これらの透明電極及び配向膜の性能を充分に
得るには、その形成を一般に２００℃以上、好ましくは２３０℃以上の高温で行う必要が
ある。このため、現在、カラーフィルタの製造方法としては、耐光性、耐熱性に優れる顔
料を着色剤とする顔料分散法と呼ばれる方法が主流となっている。
しかし、一般に顔料を分散したカラーフィルタは、顔料による光の散乱等により、液晶が
制御した偏光度合いを乱してしまうという問題がある。すなわち、光を遮断しなければな
らないとき（ＯＦＦ状態）に光が漏れたり、光を透過しなければならないとき（ＯＮ状態
）に透過光が減衰したりするため、ＯＮ状態とＯＦＦ状態における表示装置上の輝度の比
（コントラスト比）が低いという問題がある。
【０００４】
　カラーフィルタの高輝度化、高コントラスト化を実現させるため、これまでは、フィル
タセグメント中に含まれる顔料を微細化処理することが行われていた。しかし、単純に顔
料（化学反応により製造された粒子径が１０～１００μｍのクルードと呼ばれるものを、
顔料化処理により一次粒子とこれが凝集した二次粒子の混合物にまでしたものである）を
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様々な微細化処理方法により微細化しても、一次粒子あるいは二次粒子の微細化が進行し
た顔料は一般に凝集し易く、微細化が進行し過ぎた場合には巨大な塊状の顔料固形物を形
成してしまう。更に、微細化の進行した顔料は、樹脂等を含有する顔料担体中へ分散させ
、再び顔料の二次粒子をなるべく一次粒子にまで近づけて安定化させようとしても、安定
な着色組成物を得ることは非常に困難である。
【０００５】
　微細化の進行した顔料を顔料担体に分散させた着色組成物は、往々にして経時で顔料粒
子の凝集等により高粘度化し、チキソトロピック性を示すようになる。このような着色組
成物の粘度上昇、流動性不良は、製造作業上の問題や製品価値に種々の問題を引き起こす
。例えば、カラーフィルタのフィルタセグメントの形成は、一般にモノマー及び樹脂を含
む顔料担体に顔料が分散されている着色組成物をガラス基板上にスピンコートすることで
行われているが、高粘度、流動性不良の着色組成物を用いるとスピンコート性不良、レベ
リング不良等により、膜厚の均一な塗膜を得ることができず好ましくない。
【０００６】
　一方、前述したようにカラーフィルタに関しては高コントラスト化のみならず、高明度
化も要求されている。一般に高い明度を得るためには、顔料を顔料担体中に分散する際に
一次粒子にまで近づけ分散体の透明度を上げて、分散体の分光スペクトルに高透過率を持
たせることにより、高い明度を得ている。
【０００７】
　しかし、カラーフィルタ基板の３原色（赤・緑・青；ＲＧＢ）の一つであるグリーンは
、主顔料として、ハロゲン化銅フタロシアニン顔料（例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリー
ン３６やＣ．Ｉ．ピグメントグリーン７）を用いることが一般的であるが、ハロゲン化銅
フタロシアニンを用いうる限り、高コントラスト比と高明度を両立させることは困難であ
った。
【０００８】
　これらの問題を解決するために、鮮明な色調と広い色表示領域を発揮し高い着色力を持
つ色材として、現行のハロゲン化銅フタロシアニン顔料から中心金属を亜鉛に置き換えた
、ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料が用いられてきている。
【特許文献１】特開平１０－１３０５４７号公報
【特許文献２】特開２００１－１４１９２２号公報
【特許文献３】特開２００７－２０４６５８号公報
【０００９】
　しかしながら、ハロゲン化亜鉛フタロシアニングリーン顔料は、ハロゲン化銅フタロシ
アニングリーン顔料に比べ酸性度が高い。したがって、ハロゲン化亜鉛フタロシアニング
リーン顔料は、ハロゲン化銅フタロシアニングリーン顔料に比べ、分散するのが難しい。
【００１０】
　分散不良の着色組成物は、往々にして経時で顔料粒子の凝集等により高粘度化し、チキ
ソトロピック性を示すようになる。このような着色組成物の粘度上昇、流動性不良は、製
造作業上の問題や製品価値に種々の問題を引き起こす。例えば、カラーフィルタのフィル
タセグメントの形成は、一般にモノマー及び樹脂を含む顔料担体に顔料が分散されている
着色組成物をガラス基板上にスピンコートすることで行われているが、高粘度、流動性不
良の着色組成物を用いるとスピンコート性不良、レベリング不良等により、膜厚の均一な
塗膜を得ることができず好ましくない。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明の目的は、流動性に優れる安定なカラーフィルタ用緑色着色組成物、並びにそれ
を用いた明度及びコントラスト比が高いカラーフィルタを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
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　前記課題は、少なくともハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料を含む緑色顔料成分と、ア
ミン価が３５～１００ｍｇＫＯＨ／ｇである塩基性樹脂型分散剤と、樹脂、その前駆体又
はそれらの混合物からなる顔料担体と、を含有してなるカラーフィルタ用緑色着色組成物
によって解決することができる。
【００１３】
　本発明のカラーフィルタ用緑色着色組成物の好ましい様態においては、前記塩基性樹脂
型分散剤の含有量が、前記緑色顔料成分の全重量を基準として、０．００１～５０重量％
である。
【００１４】
　本発明のカラーフィルタ用緑色着色組成物の好ましい様態においては、前記塩基性樹脂
型分散剤が、塩基性共重合体ブロック（Ａ）と、顔料担体親和性共重合体ブロック（Ｂ）
と、からなるブロック共重合体樹脂である。
【００１５】
　本発明のカラーフィルタ用緑色組成物の好ましい様態においては、前記ブロック共重合
体樹脂が、リビングラジカル重合により得られたブロック共重合体樹脂である。
【００１６】
　本発明のカラーフィルタ用緑色組成物の好ましい様態においては、更に、塩基性置換基
を有する色素誘導体を含む。
【００１７】
　本発明のカラーフィルタ用緑色着色組成物の好ましい様態においては、前記塩基性置換
基を有する色素誘導体の含有量が、前記緑色顔料成分の全重量を基準として、０．００１
～４０重量％である。
【００１８】
　本発明のカラーフィルタ用緑色着色組成物の好ましい様態においては、前記顔料担体を
構成する樹脂が、酸価をＸ（ｍｇＫＯＨ／ｇ）とし、重量平均分子量をＹとした場合に、
下記式（ア）、（イ）、及び（ウ）の条件を同時にすべて満たす樹脂である。
（ア）Ｙ＞－７５０Ｘ＋５１０００
（イ）Ｙ＞９４０Ｘ－７９０００
（ウ）Ｙ＞８０００
【００１９】
　又、本発明は、前記カラーフィルタ用緑色着色組成物から形成される緑色フィルタセグ
メントを具備することを特徴とするカラーフィルタにも関する。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明のカラーフィルタ用緑色着色組成物は、少なくともハロゲン化亜鉛フタロシアニ
ン顔料を含む緑色顔料成分と、アミン価が３５～１００ｍｇＫＯＨ／ｇである塩基性樹脂
型分散剤と、樹脂、その前駆体又はそれらの混合物からなる顔料担体と、を含有している
ことで、高流動かつ安定な顔料分散体となり、これを使用することにより、高明度かつ高
コントラスト比のカラーフィルタを形成することが可能になる。
【００２１】
　特に、前記塩基性樹脂型分散剤が、塩基性共重合体ブロック（Ａ）と、顔料担体親和性
共重合体ブロック（Ｂ）と、からなるブロック共重合体樹脂である場合に、更に、高いコ
ントラスト比のカラーフィルタを形成しうる顔料分散体となる。
更に、塩基性置換基を有する色素誘導体を含む場合に、初期のコントラスト比が高くなり
、経時安定性も良好なものとなる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　まず、好ましい実施の形態を挙げて本発明のカラーフィルタ用緑色着色組成物について
詳細に説明する。
【００２３】
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　なお、本願では、「（メタ）アクリロイル」、「（メタ）アクリル」、「（メタ）アク
リル酸」、「（メタ）アクリレート」、及び「（メタ）アクリロイルオキシ」と表記した
場合には、特に説明がない限り、それぞれ、「アクリロイル及び／又はメタクリロイル」
、「アクリル及び／又はメタクリル」、「アクリル酸及び／又はメタクリル酸」、「アク
リレート及び／又はメタクリレート」、及び「アクリロイルオキシ及び／又はメタクリロ
イルオキシ」を表すものとする。
【００２４】
　本発明のカラーフィルタ用緑色着色組成物は、少なくともハロゲン化亜鉛フタロシアニ
ン顔料を含む緑色顔料成分と、アミン価が３５～１００ｍｇＫＯＨ／ｇである塩基性樹脂
型分散剤と、樹脂、その前駆体又はそれらの混合物からなる顔料担体と、を含む。
【００２５】
　（緑色顔料成分）
　本発明のカラーフィルタ用緑色着色組成物は、少なくともハロゲン化亜鉛フタロシアニ
ン顔料を主顔料として含む緑色顔料成分を使用することを特徴としている。
【００２６】
　代表的なハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料を、カラーインデックス（Ｃ．Ｉ．）ナン
バーで示すと、Ｃ．Ｉ.  ピグメントグリーン　５８等を挙げることができる。ハロゲン
化亜鉛フタロシアニン顔料を主顔料として使用することによって、他の緑色顔料では得ら
れなかった高い明度を得ることができる。更に、公知の製造方法により得られたものを用
いることができる。特に、色材, ６７ [９], ５４７－５５４ （１９９４）に記載の方法
により、塩基性物質としてｎ－ヘキシルアミンを用いて測定した場合に、顔料表面の酸性
官能基量が、好ましくは１００μｍｏｌ／ｇ以上、更に好ましくは２００μｍｏｌ／ｇ以
上のものを用いることができる。
【００２７】
　顔料成分には、主顔料であるハロゲン化亜鉛フタロシアニンだけでなく、色調整や補色
目的で他の緑色顔料や黄色顔料も併用することができる。
【００２８】
　併用することができる他の緑色顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン　７、１０
、３６、３７等の緑色顔料が挙げることができる。又、併用することができる黄色顔料と
してはＣ．Ｉ．ピグメントイエロー　１、２、３、４、５、６、１０、１２、１３、１４
、１５、１６、１７、１８、２４、３１、３２、３４、３５、３５：１、３６、３６：１
、３７、３７：１、４０、４２、４３、５３、５５、６０、６１、６２、６３、６５、７
３、７４、７７、８１、８３、９３、９４、９５、９７、９８、１００、１０１、１０４
、１０６、１０８、１０９、１１０、１１３、１１４、１１５、１１６、１１７、１１８
、１１９、１２０、１２３、１２６、１２７、１２８、１２９、１３８、１３９、１４７
、１５０、１５１、１５２、１５３、１５４、１５５、１５６、１６１、１６２、１６４
、１６６、１６７、１６８、１６９、１７０、１７１、１７２、１７３、１７４、１７５
、１７６、１７７、１７９、１８０、１８１、１８２、１８５、１８７、１８８、１９３
、１９４、１９８、１９９、２１３、２１４等の黄色顔料を挙げることができる。
【００２９】
　本発明による着色組成物の全不揮発成分中において好ましい顔料成分の濃度としては、
充分な色再現性を得る観点から１０～９０重量％であり、より好ましくは１５～８５重量
％であり、最も好ましくは２０～８０重量％である。顔料成分の濃度が、１０重量％未満
になると、十分な色再現性を得ることができず、９０重量％を超えると顔料担体の濃度が
低くなり、着色組成物の安定性が悪くなる。
【００３０】
　特に好ましい顔料の比率としては、例えば、顔料成分の全重量を基準として、ハロゲン
化亜鉛フタロシアニン顔料が５０～１００重量％、ハロゲン化銅フタロシアニン顔料が０
～５０重量％、黄色顔料が０～５０重量％である。
【００３１】
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　より好ましくは、顔料成分の全重量を基準として、ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料
が５０～９０重量％、ハロゲン化銅フタロシアニン顔料が５～４５重量％、黄色顔料が５
～４５重量％である。このような顔料の構成比率により色度領域を広げることができる。
【００３２】
　ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料を用いた本発明の緑色着色組成物は、ハロゲン化銅
フタロシアニン顔料を用いた緑色着色組成物と同じ色度になるようにガラス基板等に塗工
して、塗膜の透過率を測定すると、４５０ｎｍ付近より５３０ｎｍ付近において、銅フタ
ロシアニン顔料を用いた着色組成物の塗膜より高い透過率を示す。特に、透過率のピーク
においては約５％程高い透過率、約９０％の値を示している。そのため、カラー液晶表示
装置において一般的に使用されているバックライトと組み合わせることで、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントグリーン３６やＣ．Ｉ．ピグメントグリーン７等のハロゲン化銅フタロシアニン顔
料を用いた着色組成物では得られなかった高い明度を得ることができる。
【００３３】
　本発明の緑色着色組成物に使用する顔料は、ソルトミリング処理を行い、微細化した物
を使用することができ、微細化した物を使用することが好ましい。
【００３４】
　ソルトミリング処理とは、顔料と水溶性無機塩と水溶性有機溶剤との混合物を、ニーダ
ー、２本ロールミル、３本ロールミル、ボールミル、アトライター、サンドミル等の混練
機を用いて、加熱しながら機械的に混練した後、水洗により水溶性無機塩と水溶性有機溶
剤を除去する処理である。水溶性無機塩は、破砕助剤として働くものであり、ソルトミリ
ング時に無機塩の硬度の高さを利用して顔料が破砕され、それにより活性面が生じて、結
晶成長がおこると考えられている。従って、混練時は顔料の破砕と結晶成長が同時に起こ
り、混練条件により得られる顔料の一次粒子径が異なる。
【００３５】
　加熱により結晶成長を促進するには、加熱温度が４０～１５０℃であることが好ましい
。加熱温度が４０℃未満の場合は、結晶成長が十分に起こらず、顔料粒子の形状が無定形
に近くなるため好ましくない。一方、加熱温度が１５０℃を越える場合は、結晶成長が進
みすぎ、顔料の一次粒子径が大きくなるため、カラーフィルタ用着色組成物の着色料とし
ては好ましくない。又、ソルトミリング処理の混練時間は、ソルトミリング処理顔料の一
次粒子の粒度分布とソルトミリング処理に要する費用のバランスの点から２～２４時間で
あることが好ましい。
【００３６】
　顔料をソルトミリング処理する際の条件を最適化することにより、１次粒子径が非常に
微細であり、又、分布の幅がせまく、シャープな粒度分布をもつ、顔料を得ることができ
る。
【００３７】
　本発明の緑色着色組成物に使用する緑色顔料のＴＥＭ（透過型電子顕微鏡）により求め
られる一次粒子径は、２０～１００ｎｍの範囲であることが好ましい。２０ｎｍよりも小
さくなると有機溶剤中への分散が困難になってしまう。又、１００ｎｍよりも大きくなる
と、十分なコントラスト比を得ることができなくなってしまう。特に好ましい範囲は２５
～８５ｎｍの範囲である。
【００３８】
　ソルトミリング処理に用いる水溶性無機塩としては、塩化ナトリウム、塩化バリウム、
塩化カリウム、硫酸ナトリウム等を用いることができるが、価格の点から塩化ナトリウム
（食塩）を用いるのが好ましい。水溶性無機塩は、処理効率と生産効率の両面から、顔料
の全重量を基準として、５０～２０００重量％用いることが好ましく、３００～１０００
重量％用いることが最も好ましい。
【００３９】
　水溶性有機溶剤は、顔料及び水溶性無機塩を湿潤する働きをするものであり、水に溶解
（混和）し、かつ用いる無機塩を実質的に溶解しないものであれば特に限定されない。但
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し、ソルトミリング時に温度が上昇し、溶剤が蒸発し易い状態になるため、安全性の点か
ら、沸点１２０℃以上の高沸点溶剤が好ましい。例えば、２－メトキシエタノール、２－
ブトキシエタノール、２－（イソペンチルオキシ）エタノール、２－（ヘキシルオキシ）
エタノール、ジエチレングリコール、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチ
レングリコールモノブチルエーテル、トリエチレングリコール、トリエチレングリコール
モノメチルエーテル、液状のポリエチレングリコール、１－メトキシ－２－プロパノール
、１－エトキシ－２－プロパノール、ジプロピレングリコール、ジプロピレングリコール
モノメチルエーテル、ジプロピレングリコールモノエチルエーテル、又は液状のポリプロ
ピレングリコール等が用いられる。水溶性有機溶剤は、顔料の全重量を基準として、５～
１０００重量％用いることが好ましく、５０～５００重量％用いることが最も好ましい。
【００４０】
　ソルトミリング処理する際には、必要に応じて樹脂を添加してもよい。用いられる樹脂
の種類は特に限定されず、天然樹脂、変性天然樹脂、合成樹脂、又は天然樹脂で変性され
た合成樹脂等を用いることができる。用いられる樹脂は、室温で固体であり、水不溶性で
あることが好ましく、かつ上記有機溶剤に一部可溶であることが、更に、好ましい。樹脂
の使用量は、顔料の全重量を基準として、５～２００重量％の範囲であることが好ましい
。
【００４１】
　（塩基性樹脂型分散剤）
　本発明の緑色着色組成物は、顔料成分の主要顔料として、中心金属に亜鉛をもつハロゲ
ン化亜鉛フタロシアニンを用いることを特徴とするが、前記ハロゲン化亜鉛フタロシアニ
ンは、一般的に緑色着色組成物に使用されているハロゲン化銅フタロシアニン顔料と比較
すると、中心金属に亜鉛を有している酸性の顔料であり、その顔料表面はマイナス電荷を
有する。そのため、顔料分散時に用いる樹脂型分散剤として高いアミン価を有する塩基性
の樹脂型分散剤を用いなければ酸性の顔料への吸着が不十分となり、分散体は十分な流動
性を得ることができない。
【００４２】
　本発明で用いる塩基性樹脂型分散剤の数平均分子量としては、通常５００～５００００
が好ましく、特に３０００～３００００が、更に、好ましい。上記数平均分子量が５００
未満であると、顔料親和性基による立体反発の効果、顔料担体との相溶性の効果、並びに
溶剤を用いた場合の顔料担体及び溶剤との相溶性の効果が少なく、顔料の凝集を防ぐこと
が困難となり、分散体の粘度が上昇してしまうことがある。又数平均分子量が５００００
以上であると、分散に必要な樹脂の添加量が多くなり、塗膜中の顔料濃度の低下を招く。
【００４３】
　本発明では、アミン価が３５～１００ｍｇＫＯＨ／ｇである塩基性樹脂型分散剤を用い
る。塩基性樹脂型分散剤のアミン価は、更に、好ましくは５０～７５ｍｇＫＯＨ／ｇであ
る。アミン価が３５ｍｇＫＯＨ／ｇ未満であると、顔料に十分吸着されず分散不良となり
、１００ｍｇＫＯＨ／ｇを超えると、顔料担体中の酸性成分に対する吸着又は反応により
、ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料に対する吸着効率が悪くなり、分散不良となる。
【００４４】
　アミン価が３５～１００ｍｇＫＯＨ／ｇである塩基性樹脂型分散剤は、ビニル系、ウレ
タン系、ポリエステル系、ポリエーテル系、又はポリアミド系等の様々なタイプの樹脂系
が使用できるが、樹脂設計が容易で諸耐性に優れたビニル系モノマー共重合体タイプが好
ましく、具体的には、Ｎ，Ｎ－ジ置換アミノ基含有ビニルモノマー単位と、アルキル（メ
タ）アクリレートモノマー単位と、その他のビニル系モノマー単位との共重合体樹脂が好
適である。
【００４５】
　Ｎ，Ｎ－ジ置換アミノ基含有ビニルモノマー単位としては、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエ
チル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチル（メタ）アクリレート、Ｎ，
Ｎ－ジメチルアミノプロピル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノプロピル（
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メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリルアミド、又はＮ，
Ｎ－ジエチルアミノエチル（メタ）アクリルアミド等が挙げられるが、必ずしもこれらに
限定されるものではない。これらのモノマー単位は、塩基性基含有モノマー単位として、
酸性度が高いハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料へ吸着する。
【００４６】
　アルキル（メタ）アクリレートモノマー単位としては、メチル（メタ）アクリレート、
エチル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレート、イソプロピル（メタ
）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、
２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、ステ
アリル（メタ）アクリレート、又はラウリル（メタ）アクリレート等の不飽和モノカルボ
ン酸と炭素数１～１８のアルキルアルコールとの反応で得られる（メタ）アクリルエステ
ル類等が挙げられるが、必ずしもこれらに限定されるものではない。これらのモノマー単
位は、顔料担体親和性基として作用する。
【００４７】
　その他のビニル系モノマー単位としては、（メタ）アクリロニトリル等のニトロ基含有
ビニル系モノマー類、スチレン、α－メチルスチレン、又はベンジル（メタ）アクリレー
ト等のビニル系芳香族モノマー類、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、ヒドロ
キシプロピル（メタ）アクリレート、又はポリエチレングリコール（メタ）アクリレート
等の水酸基含有ビニル系モノマー類、（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリ
ルアミド、Ｎ－イソプロピルアクリルアミド、又はダイアセトンアクリルアミド等のアミ
ド基含有ビニル系モノマー類、Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミド、又はジメチロー
ル（メタ）アクリルアミド等のビニル系モノマー類、Ｎ－メトキシメチル（メタ）アクリ
ルアミド、又はＮ－ブトキシメチル（メタ）アクリルアミド等のアルコキシメチル基含有
ビニル系モノマー類、エチレン、プロピレン、又はイソプレン等のオレフィン類、クロロ
プレン、又はブタジエン等のジエン類、メチルビニルエーテル、エチルビニルエーテル、
ｎ－プロピルビニルエーテル、イソプロピルビニルエーテル、ｎ－ブチルビニルエーテル
、又はイソブチルビニルエーテル等のビニルエーテル類、酢酸ビニル、又はプロピオン酸
ビニル等の脂肪酸ビニル類等が挙げられ、適宜目的に応じて使用されるが、必ずしもこれ
らに限定されるものではない。
【００４８】
　アリルアミン等の１級アミノ基含有モノマー単位を有する重合体、又は、ポリエチレン
イミン、ポリエチレンポリアミン、ポリキシリレンポリ（ヒドロキシプロピレン）ポリア
ミン、若しくはポリ（アミノメチル化）エポキシ樹脂等を、ポリエステル樹脂、アクリル
樹脂、又は、ポリエーテル樹脂等で変性した櫛形塩基性樹脂型分散剤も挙げることができ
る。
【００４９】
　このような塩基性樹脂型分散剤の市販品としては、例えばビックケミー・ジャパン社の
ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ１６１、１６２、１６３、１６４、１６６、１６７、１６８、１７４
、１８２、１８３、１８４、１８５、２０００、２０５０、２１５０、２１６３、２１６
４、日本ルーブリゾール社のＳＯＬＳＰＥＲＳＥ１１２００、１３２４０、１３６５０、
１３９４０、２４０００、２６０００、２８０００、３２０００、３２５００、３２５５
０、３２６００、３３０００、３４７５０、３５１００、３５２００、３７５００，３８
５００，３９０００，５３０９５、５６０００、７１００、チバ・ジャパン社のＥＦＫＡ
４３００、４３３０、４０４６、４０６０、４０８０等が挙げられる。
【００５０】
　本発明のカラーフィルタ用緑色着色組成物の塩基性樹脂型分散剤として、特に好ましい
のは、塩基性共重合体ブロック（Ａ）と、顔料担体親和性共重合体ブロック（Ｂ）とから
なるブロック共重合体樹脂である。以下、ブロック共重合体樹脂型塩基性分散樹脂につい
て説明する。
【００５１】
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　（ブロック共重合体樹脂型塩基性樹脂型分散剤）
　本発明のカラーフィルタ用緑色着色組成物の塩基性樹脂型分散剤は、顔料に吸着する部
位（以下、吸着部と略記する。）と、顔料同士の凝集を防ぎ、分散性を高める効果をもた
らす、顔料担体に対する親和性が高い部位（以下、親和性部と略記する。）を有する。ハ
ロゲン化亜鉛フタロシアニンは、酸性度が高いため、親和性部と吸着部とが、ランダムに
配列していると、顔料への吸着が不十分となり、分散不良となる。本発明では、ハロゲン
化亜鉛フタロシアニン顔料に対する吸着部である塩基性共重合体ブロック（Ａ）と、顔料
担体に対する親和性部である顔料担体親和性共重合体ブロック（Ｂ）が、同一分子上に分
かれて存在しているブロック共重合体樹脂を樹脂型分散剤として用いることにより、ハロ
ゲン化亜鉛フタロシアニン顔料を、その色特性を損なうことなく、微細かつ低粘度で、し
かも安定に分散した緑色着色組成物を提供することができる。
【００５２】
　ブロック共重合体樹脂を構成する塩基性共重合体ブロック（Ａ）と、顔料担体親和性共
重合体ブロック（Ｂ）は、それぞれ様々な樹脂系を選択することができるが、樹脂設計が
容易でかつ諸耐性に優れたビニル系共重合体が望ましい。
以下、各共重合体ブロックについて説明する。
【００５３】
　<塩基性共重合体ブロック（Ａ）>
　塩基性共重合体ブロック（Ａ）の具体例として、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ
）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルアミノプロピル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノプロピル（メタ）アク
リレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルア
ミノエチル（メタ）アクリルアミド等のＮ，Ｎ－ジ置換アミノ基含有ビニル系モノマー単
位を有する共重合体、アリルアミン等の１級アミノ基含有モノマー単位を有する重合体、
又は、ポリエチレンイミン、ポリエチレンポリアミン、ポリキシリレンポリ（ヒドロキシ
ポロピレン）ポリアミン、ポリ（アミノメチル化）エポキシ樹脂等を挙げることができる
が、必ずしもこれらに限定されるものではない。
【００５４】
　この中で、特に、ブロック共重合体の樹脂設計が容易でかつ諸耐性に優れたＮ，Ｎ－ジ
置換アミノ基含有ビニル系モノマー単位を有する共重合体が好ましく、この場合、塩基性
共重合体ブロック（Ａ）中に含まれるＮ，Ｎ－ジ置換アミノ基含有ビニル系モノマー単位
は６０～１００重量％、更に好ましくは、８０～１００重量％でり、Ｎ，Ｎ－ジ置換アミ
ノ基含有ビニル系モノマー単位以外のビニル系モノマー単位としては顔料担体親和性共重
合体ブロック（Ｂ）で説明するビニル系モノマー単位であることが好ましい。
【００５５】
　<顔料担体親和性共重合体ブロック（Ｂ）>
　顔料担体親和性共重合体ブロック（Ｂ）は、ブロック共重合体の樹脂設計が容易でかつ
諸耐性に優れたビニル系モノマー共重合体であり、更に、ビニル系モノマー単位としてア
ルキル（メタ）アクリレートを含むことが好ましく、特に顔料担体親和性共重合体ブロッ
ク（Ｂ）中に６０～１００重量％、更に好ましくは、８０～１００重量％含む。アルキル
（メタ）アクリレートとしては、例えば、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）
アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレート、イソプロピル（メタ）アクリレート
、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキ
シル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）
アクリレート、又はラウリル（メタ）アクリレート等の不飽和モノカルボン酸と炭素数１
～１８のアルキルアルコールとの反応で得られる（メタ）アクリルエステル類等が挙げら
れるが、必ずしもこれらに限定されるものではない。
【００５６】
　顔料担体親和性共重合体ブロック（Ｂ）には、アミノ基を含むビニル系モノマー単位は
０重量％であることが好ましいが、１０重量％未満であれば含まれていても構わない。
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【００５７】
　塩基性共重合体ブロック（Ａ）及び顔料担体親和性共重合体ブロック（Ｂ）に含まれて
も良いその他のビニル系モノマー単位としては、（メタ）アクリロニトリル等のニトロ基
含有ビニル系モノマー類、スチレン、α－メチルスチレン、又はベンジル（メタ）アクリ
レート等のビニル系芳香族モノマー類、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、ヒ
ドロキシプロピル（メタ）アクリレート、又はポリエチレングリコール（メタ）アクリレ
ート等の水酸基含有ビニル系モノマー類、（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルア
クリルアミド、Ｎ－イソプロピルアクリルアミド、ダイアセトンアクリルアミド等のアミ
ド基含有ビニル系モノマー類、Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミド、又はジメチロー
ル（メタ）アクリルアミド等のビニル系モノマー類、Ｎ－メトキシメチル（メタ）アクリ
ルアミド、又はＮ－ブトキシメチル（メタ）アクリルアミド等のアルコキシメチル基含有
ビニル系モノマー類、エチレン、プロピレン、又はイソプレン等のオレフィン類；
クロロプレン、又はブタジエン等のジエン類、メチルビニルエーテル、エチルビニルエー
テル、ｎ－プロピルビニルエーテル、イソプロピルビニルエーテル、ｎ－ブチルビニルエ
ーテル、又はイソブチルビニルエーテル等のビニルエーテル類、あるいは、酢酸ビニル、
プロピオン酸ビニル等の脂肪酸ビニル類等が挙げられるが、必ずしもこれらに限定される
ものではない。
【００５８】
　<ブロック共重合体樹脂>
　本発明の樹脂型分散剤は、公知の方法で製造することができるが、特に、（１）リビン
グ重合を用いる方法、又は（２）末端に官能基を有する塩基性共重合体ブロック（Ａ）の
前駆体（ａ）と末端に官能基を有する顔料担体親和性共重合体ブロック（Ｂ）の前駆体（
ｂ）とを反応させるポリマーカップリング法が好ましい。この中で、特に（１）リビング
重合を用いた方法が好ましい。
【００５９】
　（１）リビング重合法
　リビング重合法は、一般的なラジカル重合に起こる副反応が抑制され、更には、重合の
成長が均一に起こる為、容易にブロックポリマーや分子量の揃った樹脂を合成できる。
中でも、有機ハロゲン化物、ハロゲン化スルホニル化合物を開始剤とし、遷移金属錯体を
触媒とする原子移動ラジカル重合法は、広範囲の単量体に適応できる点、既存の設備に適
応可能な重合温度を採用できる点で好ましい。原子移動ラジカル重合法は、下記の参考文
献１ ～ ８ 等に記載された方法で行うことができる。
（参考文献１）Ｆuｋuｄaら、Ｐｒｏｇ. Ｐｏｌｙｍ. Ｓｃｉ. ２００４, ２９ , ３２９
（参考文献２）Ｍａｔｙｊａｓｚｅｗｓｋｉら、Ｃｈｅｍ．R e v．２００１，１０1，２
９２１
（参考文献３）Ｍａｔｙｊａｓｚｅｗｓｋｉら、Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．１９９５
，１１７，５６１４
（参考文献４） Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ　１９９５，２８，７９０１,Ｓｃｉｅｎ
ｃｅ， １９９６，２７２，８６６
（参考文献５）国際公開第９６／３０４２１号パンフレット
（参考文献６）国際公開第９７／１８２４７号パンフレット
（参考文献７）特開平９－２０８６１６号公報
（参考文献８）特開平８－４１１１７号公報
【００６０】
　原子移動ラジカル重合法では、レドックス触媒として銅、ルテニウム、鉄、及びニッケ
ル等の遷移金属錯体を用いて行われる。遷移金属錯体の具体的な例としては、塩化銅（Ｉ
）、臭化銅（Ｉ）等の低原子価のハロゲン化遷移金属が挙げられるが、重合速度をコント
ロールするために、周知の方法に従って塩化銅（ＩＩ）や臭化銅（ＩＩ）等の高原子価の
遷移金属を重合系に添加してもよい。
【００６１】
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　上記金属錯体には有機配位子が使用される。有機配位子は、重合溶媒への可溶性及びレ
ドックス共役錯体の可逆的な変化を可能にするために使用される。金属の配位原子として
は、窒素原子、酸素原子、リン原子、及び硫黄原子等が挙げられるが、好ましくは窒素原
子又はリン原子である。有機配位子の具体例としては、スパルテイン、２，２’－ビピリ
ジル及びその誘導体、１，１０－フェナントロリン及びその誘導体、テトラメチルエチレ
ンジアミン、ペンタメチルジエチレントリアミン、トリス（ジメチルアミノエチル）アミ
ン、ヘキサメチル（２－アミノエチル）アミン、トリフェニルホスフィン、並びに、トリ
ブチルホスフィン等が挙げられる。以上の触媒の中で、ハロゲン化銅とテトラエチレンジ
アミンとを組み合わせて用いて重合するのが重合速度、ブロック樹脂の分子量のコントロ
ールの点で好ましい。
【００６２】
　前記の遷移金属と有機配位子とは、別々に添加して重合体中で金属錯体を生成させても
よいし、予め金属錯体を合成して重合系へ添加しても良い。特に、遷移金属が銅の場合、
前者の方法が好ましく、ルテニウム、鉄、ニッケルは、後者の方法が好ましい。
予め合成されるルテニウム、鉄、ニッケル錯体の具体例としては、トリストリフェニルホ
スフィノニ塩化ルテニウム（Ｒｕ（Ｃｌ）2 （ＰＰｈ3）3  、ビストリスフェニルホスフ
ィノニ塩化鉄（Ｆｅ（Ｃｌ）2（ＰＰｈ3 ）2 ）、ビストリスフェニルホスフィノニ塩化
ニッケル（Ｎ ｉ（Ｃｌ）2 （ＰＰｈ3）2 ）、及びビストリブチルホスフィノニ臭化ニッ
ケル（ＮｉＢｒ2（ＰＢｕ3 ）2）等が挙げられる。
【００６３】
　原子移動ラジカル重合法に使用される開始剤としては、公知のものを使用できるが、主
に反応性の高い炭素ハロゲン結合を有する有機ハロゲン化物、及びハロゲン化スルホニル
化合物等が用いられる。具体的に例示すると、ブロモイソ酪酸エチル、ブロモ酪酸エチル
、クロロイソ酪酸エチル、クロロ酪酸エチル、パラトルエンスルホン酸クロライド、ブロ
モエチルベンゼン、及びクロロエチルベンゼン等である。これらは単独又は併用で用いる
。
【００６４】
　上記原子移動ラジカル重合において、原子移動ラジカル重合の開始剤は、合成される樹
脂の分子量に応じて適宜選択されるが、ラジカル重合性モノマー全量に対し、好ましくは
０．００１～１０モル％ 、より好ましくは０．０１～１モル％の割合で用いられる。　
　　　
【００６５】
　又、遷移金属の使用量は、ハロゲン化物等の形態として、開始剤１モルに対して、好ま
しくは０．０３～３モル、より好ましくは０．１～２モルの割合で用いられる。更に、そ
の配位子は、上記の遷移金属（ハロゲン化物等の形態）１モルに対して、通常１～５モル
、好ましくは１．２～３モルの割合で用いられる。上記原子移動ラジカル重合の開始剤と
遷移金属と配位子とをこのような使用割合にすると、リビングラジカル重合の反応性、生
成ポリマーの分子量等の点で好適となる。
【００６６】
　又、原子移動ラジカル重合の特性上、得られた樹脂の停止末端には活性な炭素－ハロゲ
ン結合を有し、公知の方法でこれを変性して官能基を導入することができる。又官能基を
有する重合開始剤により重合を行い、樹脂末端に官能基を導入して種々の反応に利用する
ことができる。
【００６７】
　原子移動ラジカル重合は、無溶剤でも進行させることができるし、酢酸ブチル、トルエ
ン、キシレン、アニソール、メチルエチルケトン、又はシクロヘキサノン等の溶剤の存在
下で進行させてもよい。特に重合速度の面からケトン系溶媒が好ましく、特にメチルエチ
ルケトンが好ましい。溶剤を用いる場合、重合速度の低下を防ぐため、重合終了後の溶剤
濃度が５０重量％ 以下となる使用量とするのがよい。無溶剤又は少量の溶剤量でも、重
合熱の制御等に関する安全性の問題は特に無く、むしろ溶剤削減によって経済性や環境対
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【００６８】
　重合条件としては、重合速度や触媒の失活の点から、６０～１３０℃ の重合温度で、
最終的な分子量や重合温度にも依存するが、約１～１００時間の重合時間とすればよい。
又、重合反応に際しては、酸素による重合触媒の失活を防ぐ為、窒素やアルゴン等の不活
性ガス雰囲気下で行われるのが望ましい。
【００６９】
　又、重合反応終了後、重合反応系を好ましくは０℃ 以下、より好ましくは－７８℃ 程
度に冷却して反応を停止させ、周知の方法に従って、残存モノマー及び／ 又は溶剤の除
去、適当な溶媒中での再沈殿、沈殿したポリマーの濾過は遠心分離、ポリマーの洗浄及び
乾燥を行うことができる。必要に応じて周知の方法により重合系に含まれる遷移金属等を
除去した後、揮発分を蒸発させることによって、本発明で用いるブロック樹脂を得ること
が出来る。除去方法としては、テトラヒドロフラン、トルエン、又はメチルエチルケトン
等の有機溶媒で反応混合液を希釈し、水・希塩酸やアミン水溶液等で洗浄、樹脂溶液を陽
イオン交換樹脂又はキレート樹脂に接触させる方法、アルミナ・シリカ若しくはクレーの
カラム又はパッドに通す方法、還元剤やハイドロタルサイト類等の吸着剤を加えた後に濾
過・遠心分離する方法等がある。処理の簡便さの面から、希釈された樹脂溶液に陽イオン
交換樹脂とハイドロタルサイト等の酸吸着剤等を投入攪拌し、イオン交換樹脂と酸吸着剤
を濾別して樹脂溶液を得るのが好ましい。
【００７０】
　精製処理により樹脂溶液に水分が混入する場合は、本発明で用いるブロック樹脂と硬化
剤との反応を阻害する場合があり、水と混和する溶剤を樹脂溶液に添加し、共沸脱水する
等の処理で樹脂溶液から水分を除去するのが望ましい。
【００７１】
　本発明に使用する原子移動ラジカル重合では、一般的なラジカル重合中に発生する副反
応を抑制するために、重合時に添加する原子移動ラジカル重合の開始剤とラジカル重合性
モノマーとの仕込み比によって、樹脂の分子量や塩基性共重合体ブロック（Ａ）又は顔料
担体親和性共重合体ブロック（Ｂ）の比率を自由にコントロールできる。
【００７２】
　（２）ポリマーカップリング法
　ポリマーカップリング法の塩基性共重合体ブロック（Ａ）の前駆体（ａ）及び顔料担体
親和性共重合体ブロック（Ｂ）の前駆体（ｂ）の末端の官能基として好ましいものとして
、具体的には、カルボキシル基、１級アミノ基、水酸基、及びアルコキシシリル基等が挙
げられる。
【００７３】
　末端官能基を塩基性共重合体ブロック（Ａ）の前駆体（ａ）及び顔料担体親和性共重合
体ブロック（Ｂ）の前駆体（ｂ）に導入する方法としては、上記挙げた官能基とチオール
基を有する連鎖移動剤を用いて、ラジカル重合する方法が好ましい。カルボキシル基を有
する連鎖移動剤としてはメルカプトプロピオン酸、１級アミノ基を有する連鎖移動剤とし
てはシステアミン、水酸基を有する連鎖移動剤としてはメルカプトエタノール、アルコキ
シシリル基を有する連鎖移動剤としては、３－メルカプトプロピルメチルメトキシシラン
、及び３－メルカプトプロピルトリメトキシシランがそれぞれ例示できる。
【００７４】
　前駆体（ａ）と、前駆体（ｂ）との反応は、例えば、以下の表１の組合せで公知の反応
で可能である。
【００７５】
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【表１】

【００７６】
　結合剤のポリイソシアネート化合物としては、芳香族ポリイソシアネート、脂肪族ポリ
イソシアネート、芳香脂肪族ポリイソシアネート、脂環族ポリイソシアネート等が挙げら
れる。芳香族ポリイソシアネートとしては、例えば、１，３－フェニレンジイソシアネー
ト、４，４'－ジフェニルジイソシアネート、１，４－フェニレンジイソシアネート、４
，４'－ジフェニルメタンジイソシアネート、２，４－トリレンジイソシアネート、２，
６－トリレンジイソシアネート、４，４'－トルイジンジイソシアネート、２，４，６－
トリイソシアネートトルエン、１，３，５－トリイソシアネートベンゼン、ジアニシジン
ジイソシアネート、４，４'－ジフェニルエーテルジイソシアネート、又は４，４'，４"
－トリフェニルメタントリイソシアネート等を挙げることができる。脂肪族ポリイソシア
ネートとしては、例えば、トリメチレンジイソシアネート、テトラメチレンジイソシアネ
ート、ヘキサメチレンジイソシアネート、ペンタメチレンジイソシアネート、１，２－プ
ロピレンジイソシアネート、２，３－ブチレンジイソシアネート、１，３－ブチレンジイ
ソシアネート、ドデカメチレンジイソシアネート、又は２，４，４－トリメチルヘキサメ
チレンジイソシアネート等を挙げることができる。芳香脂肪族ポリイソシアネートとして
は、例えば、ω，ω'－ジイソシアネート－１，３－ジメチルベンゼン、ω，ω'－ジイソ
シアネート－１，４－ジメチルベンゼン、ω，ω'－ジイソシアネート－１，４－ジエチ
ルベンゼン、１，４－テトラメチルキシリレンジイソシアネート、又は１，３－テトラメ
チルキシリレンジイソシアネート等を挙げることができる。脂環族ポリイソシアネートと
しては、例えば、３－イソシアネートメチル－３，５，５－トリメチルシクロヘキシルイ
ソシアネート、１，３－シクロペンタンジイソシアネート、１，３－シクロヘキサンジイ
ソシアネート、１，４－シクロヘキサンジイソシアネート、メチル－２，４－シクロヘキ
サンジイソシアネート、メチル－２，６－シクロヘキサンジイソシアネート、４，４'－
メチレンビス（シクロヘキシルイソシアネート）、１，４－ビス（イソシアネートメチル
）シクロヘキサン、又は１，４－ビス（イソシアネートメチル）シクロヘキサン等を挙げ
ることができるが、必ずしもこれらに限定されるものではない。又、一部上記ポリイソシ
アネートのトリメチロールプロパンアダクト体、水と反応したビュウレット体、イソシア
ヌレート環を有する３量体等も併用することができる。
【００７７】
　結合剤のポリエポキシ化合物としては、少なくとも２個のグリシジル基を有するポリエ
ポキシ化合物が好ましい。具体的には、エチレングリコールジグリシジルエーテル、プロ
ピレングリコールジグリシジルエーテル、ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル
、ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテル、トリメチロールプロパントリグリシ
ジルエーテル、トリメチロールエタントリグリシジルエーテル、ソルビトールポリグリシ
ジルエーテル、又はペンタエリスリトールポリグリシジルエーテル等の脂肪族ポリエポキ
シ化合物、ビスフェノールＡあるいはビスフェノールＦタイプの芳香族ポリエポキシ化合
物、テトラグリシジルアミノフェニルメタン、トリグリシジルイソシアヌレート、又は１
，３－ビス（Ｎ，Ｎ－グリシジルアミノメチル）シクロヘキサン等のグリシジルアミン型
エポキシ化合物が挙げられるが、必ずしもこれらに限定されるものではない。
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【００７８】
　本発明で用いるブロック共重合体型塩基性樹脂型分散剤の数平均分子量としては、通常
５００～５００００が好ましく、特に３０００～３００００が、更に、好ましい。上記数
平均分子量が５００未満であると、顔料親和性共重合体ブロック（Ｂ）による立体反発の
効果、顔料担体との相溶性の効果、並びに溶剤を用いた場合の顔料担体及び溶剤との相溶
性の効果が少なく、顔料の凝集を防ぐ事が困難となり、分散体の粘度が上昇してしまうこ
とがある。又、数平均分子量が５００００以上であると、分散に必要な樹脂の添加量が多
くなり、塗膜中の顔料濃度の低下を招く。
【００７９】
　又、本発明で用いるブロック共重合体型塩基性樹脂型分散剤のアミン価は、３５～１０
０ｍｇＫＯＨ／ｇであり、更に、好ましくは５０～７５ｍｇＫＯＨ／ｇである。アミン価
が３５ｍｇＫＯＨ／ｇ未満であると、顔料に十分吸着されず分散不良となり、１００ｍｇ
ＫＯＨ／ｇを超えると、顔料担体中の酸性成分に対する吸着又は反応により、顔料に対す
る吸着効率が悪くなり、分散不良となる。
【００８０】
　塩基性共重合体ブロック（Ａ）と顔料担体親和性共重合体ブロック（Ｂ）の構成重量比
率及びそれぞれのブロックの数平均分子量は、樹脂型分散剤全体の数平均分子量及びアミ
ン価が、前記の好適な範囲になるように任意に設計できることが好ましい。
【００８１】
　本発明の緑色着色組成物において、塩基性樹脂型分散剤の配合量は、顔料成分の全重量
を基準として、好ましくは０．００１～５０重量％、更に、好ましくは０．１～３０重量
％、最も好ましくは０．５～２５重量％である。顔料成分の全重量を基準として樹脂型分
散剤の配合量が０．００１重量％未満であると分散性が悪くなる場合があり、４０重量％
を超えると耐熱性、耐光性が悪くなる場合がある。
【００８２】
　（顔料担体）
　本発明の緑色着色組成物には、顔料成分及び樹脂型分散剤の他に、樹脂、その前駆体又
はそれらの混合物からなる顔料担体が含まれる。
【００８３】
　本発明の緑色着色組成物に用いる顔料担体は、可視光領域の４００～７００ｎｍの全波
長領域において分光透過率が好ましくは８０％以上、より好ましくは９５％以上の樹脂、
その前駆体又はそれらの混合物である。樹脂には、熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂、及び活
性エネルギー線硬化性樹脂が含まれ、その前駆体には、活性エネルギー線照射により硬化
して透明樹脂を生成するモノマー若しくはオリゴマーが含まれ、これらを単独で、又は２
種以上混合して用いることができる。顔料担体は、顔料成分の全重量を基準として、３０
～５００重量％の量で用いることができる。３０重量％未満では、成膜性及び諸耐性が不
十分となり、５００重量％より多いと顔料濃度が低く、色特性を発現できない。
【００８４】
　前記顔料担体を構成する樹脂は、酸価をＸ（ｍｇＫＯＨ／ｇ）とし、重量平均分子量を
Ｙとした時、下記式（ア）、（イ）、及び（ウ）の条件を同時にすべて満たす樹脂である
事が好ましい。
（ア）Ｙ＞－７５０Ｘ＋５１０００
（イ）Ｙ＞９４０Ｘ－７９０００
（ウ）Ｙ＞８０００
【００８５】
　この範囲外であると、顔料表面に吸着している塩基性樹脂型分散剤を、樹脂が剥がして
しまい顔料凝集等の原因により分散不良となってしまう。又、Ｙ≦６００００であること
が好ましく、Ｙ≦５００００であることが、更に、好ましい。Ｙが６００００を超えると
後述するアルカリ現像型着色レジストとして用いる場合に現像性不良となってしまうので
好ましくない。
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【００８６】
　前記顔料担体を構成する樹脂が、前記式（ア）、（イ）、及び（ウ）の条件の全てを満
足する場合は、良好な酸価範囲であるため、顔料に吸着している樹脂型分散剤と、前記樹
脂とが、適度な相互作用を維持する事ができ、また、良好な分子量範囲であるため、担体
樹脂の立体障害としての機能を適度に果たすことができるため、良好な分散状態を維持し
うるので好ましい。特に、後述する塩基性樹脂型分散剤及び／又は後述する塩基性置換基
を有する色素誘導体を、顔料表面に良好に吸着させることができる。逆に、前記顔料担体
を構成する樹脂が、前記式（イ）の条件を満足しない場合、顔料表面に吸着している前記
塩基性樹脂型分散剤と前記樹脂の相互作用が弱すぎてしまうために顔料凝集等の原因によ
り良好な分散状態を維持することができない。前記式（ウ）の条件を満足しない場合は、
前記相互作用が強すぎてしまうため、顔料に吸着している樹脂型分散剤を剥がしてしまい
、顔料凝集等の原因により良好な分散状態を維持する事が出来ない。また、前記式（エ）
の条件を満足しない場合は、分子量が小さすぎるため、立体障害として前記樹脂が作用せ
ず、顔料凝集等の原因により分散不良となってしまう。又、Ｙ≦６００００であることが
好ましく、Ｙ≦５００００であることが、更に、好ましい。Ｙが６００００を超えると後
述するアルカリ現像型着色レジストとして用いる場合に現像性不良となってしまうことが
あるので好ましくない。
【００８７】
　熱可塑性樹脂としては、例えば、ブチラール樹脂、スチレンーマレイン酸共重合体、塩
素化ポリエチレン、塩素化ポリプロピレン、ポリ塩化ビニル、塩化ビニル－酢酸ビニル共
重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリウレタン系樹脂、ポリエステル樹脂、アクリル系樹脂、ア
ルキッド樹脂、ポリスチレン樹脂、ポリアミド樹脂、ゴム系樹脂、環化ゴム系樹脂、セル
ロース類、ポリエチレン（ＨＤＰＥ、ＬＤＰＥ）、ポリブタジエン、又はポリイミド樹脂
等が挙げられる。
【００８８】
　又、熱硬化性樹脂としては、例えば、エポキシ樹脂、ベンゾグアナミン樹脂、ロジン変
性マレイン酸樹脂、ロジン変性フマル酸樹脂、メラミン樹脂、尿素樹脂、又はフェノール
樹脂等が挙げられる。
【００８９】
　後述するアルカリ現像型着色レジストの形態で用いる場合は、（メタ）アクリル酸共重
合体樹脂（アルカリ可溶性アクリル樹脂）等の酸性基を有するアルカリ可溶性樹脂を使用
する。ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料を良好に分散させるためには、アルカリ可溶性
樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）が、１０，０００～１００，０００の範囲であることが好
ましく、３０，０００～８０，０００の範囲であることがより好ましい。また数平均分子
量（Ｍｎ）は、５，０００～５０，０００の範囲が好ましく、Ｍｗ／Ｍｎの値は１０以下
であることが好ましい。
【００９０】
　活性エネルギー線硬化性樹脂としては、水酸基、カルボキシル基、又はアミノ基等の反
応性の置換基を有する線状高分子に、イソシアネート基、アルデヒド基、又はエポキシ基
等の反応性置換基を有する（メタ）アクリル化合物やケイヒ酸を反応させて、（メタ）ア
クリロイル基、又はスチリル基等の光架橋性基を該線状高分子に導入した樹脂が用いられ
る。又、スチレン－無水マレイン酸共重合物やα－オレフィン－無水マレイン酸共重合物
等の酸無水物を含む線状高分子をヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート等の水酸基を
有する（メタ）アクリル化合物によりハーフエステル化したものも用いられる。
【００９１】
　樹脂の前駆体であるモノマーおよびオリゴマーとしては、例えば、
　メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、プロピル（メタ）アクリ
レート、イソプロピル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル
（メタ）アクリレート、ターシャリブチル（メタ）アクリレート、イソアミル（メタ）ア
クリレート、オクチル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ）アクリレート、２－
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エチルヘキシル（メタ）アクリレート、セチル（メタ）アクリレート、デシル（メタ）ア
クリレート、イソデシル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート、トリデ
シル（メタ）アクリレート、イソミリスチル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）
アクリレート、又はイソステアリル（メタ）アクリレート等の直鎖又は分岐アルキル（メ
タ）アクリレート類；
　シクロヘキシル（メタ）アクリレート、ターシャリブチルシクロヘキシル（メタ）アク
リレート、ジシクロペンタニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンタニルオキシエチル
（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニル
オキシエチル（メタ）アクリレート、又はイソボルニル（メタ）アクリレート等の環状ア
ルキル（メタ）アクリレート類；
　トリフルオロエチル（メタ）アクリレート、オクタフルオロペンチル（メタ）アクリレ
ート、パーフルオロオクチルエチル（メタ）アクリレート、又はテトラフルオロプロピル
（メタ）アクリレート等のフルオロアルキル（メタ）アクリレート類；
　（メタ）アクリロキシ変性ポリジメチルシロキサン（シリコーンマクロマー）類；
　テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、又は３－メチル－３－オキセタニル（
メタ）アクリレート等の複素環を有する（メタ）アクリレート類；
　ベンジル（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレート、フェノキシ
ポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、パラクミルフェノキシエチル（メタ）ア
クリレート、パラクミルフェノキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、又は
ノニルフェノキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート等の芳香族環を有する（
メタ）アクリレート類；
　２－メトキシエチル（メタ）アクリレート、２－エトキシエチル（メタ）アクリレート
、３－メトキシブチル（メタ）アクリレート、２－メトキシプロピル（メタ）アクリレー
ト、ジエチレングリコールモノメチルエーテル（メタ）アクリレート、ジエチレングリコ
ールモノエチルエーテル（メタ）アクリレート、トリエチレングリコールモノメチルエー
テル（メタ）アクリレート、トリエチレングリコールモノエチルエーテル（メタ）アクリ
レート、ジエチレングリコールモノ－２－エチルヘキシルエーテル（メタ）アクリレート
、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル（メタ）アクリレート、トリプロピレング
リコールモノ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールモノラウリルエーテル（メ
タ）アクリレート、又はポリエチレングリコールモノステアリルエーテル（メタ）アクリ
レート等の（ポリ）アルキレングリコールモノアルキルエーテル（メタ）アクリレート類
；
　（メタ）アクリル酸、アクリル酸ダイマー、２－（メタ）アクリロイロキシエチルフタ
レート、２－（メタ）アクリロイロキシプロピルフタレート、２－（メタ）アクリロイロ
キシエチルヘキサヒドロフタレート、２－（メタ）アクリロイロキシプロピルヘキサヒド
ロフタレート、エチレンオキサイド変性コハク酸(メタ)アクリレート、β－カルボキシエ
チル（メタ）アクリレート、又はω-カルボキシポリカプロラクトン（メタ）アクリレー
ト等のカルボキシル基を有する（メタ）アクリレート類；
　２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリ
レート、２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）ア
クリレート、２－アクリロイロキシエチル－２－ヒドロキシエチル（メタ）フタレート、
ジエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ジプロピレングリコールモノ（メタ）
アクリレート、ポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、プロピレングリコー
ルモノ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコールモノ（メタ）アクリレート、
ポリテトラメチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリ（エチレングリコール－
プロピレングリコール）モノ（メタ）アクリレート、ポリ（エチレングリコール－テトラ
メチレングリコール）モノ（メタ）アクリレート、ポリ（プロピレングリコール－テトラ
メチレングリコール）モノ（メタ）アクリレート、又はグリセロール（メタ）アクリレー
ト等のヒドロキシル基を有する（メタ）アクリレート類；
　エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリ
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レート、トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（
メタ）アクリレート、プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジプロピレングリ
コールジ（メタ）アクリレート、トリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート，ポ
リプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリ（エチレングリコール－プロピレ
ングリコール）ジ（メタ）アクリレート、ポリ（エチレングリコール－テトラメチレング
リコール）ジ（メタ）アクリレート、ポリ（プロピレングリコール－テトラメチレングリ
コール）ジ（メタ）アクリレート、ポリテトラメチレングリコールジ（メタ）アクリレー
ト、１，３－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ
）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、１，９－ノナンジ
オールジ（メタ）アクリレート、又は２－エチル，２－ブチル－プロパンジオールジ（メ
タ）アクリレート等の（ポリ）アルキレングリコールジ（メタ）アクリレート類、
ジメチロールジシクロペンタンジ（メタ）アクリレート、ヒドロキシピバリン酸ネオペン
チルグリコールジ（メタ）アクリレート、ステアリン酸変性ペンタエリスリトールジ（メ
タ）アクリレート、エチレンオキサイド変性ビスフェノールＡジ（メタ）アクリレート、
プロピレンオキサイド変性ビスフェノールＡジ（メタ）アクリレート、テトラメチレンオ
キサイド変性ビスフェノールＡジ（メタ）アクリレート、エチレンオキサイド変性ビスフ
ェノールＦジ（メタ）アクリレート、プロピレンオキサイド変性ビスフェノールＦジ（メ
タ）アクリレート、テトラメチレンオキサイド変性ビスフェノールＦジ（メタ）アクリレ
ート、ジアクリル酸亜鉛、エチレンオキサイド変性リン酸トリアクリレート、又はグリセ
ロールジ（メタ）アクリレート等のジ（メタ）アクリレート類；
　ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、ジエチルアミノエチル（メタ）アクリレ
ート、ジメチルアミノプロピル（メタ）アクリレート、ジエチルアミノプロピル（メタ）
アクリレート等の三級アミノ基を有する（メタ）アクリレート類；
　グリセロールトリ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリ
レート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ
（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、又はジペ
ンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート等の三官能以上の多官能（メタ）アクリ
レート類；
　グリセロールトリグリシジルエーテル－（メタ）アクリル酸付加物、グリセロールジグ
リシジルエーテル－（メタ）アクリル酸付加物、ポリグリセロールポリグリシジルエーテ
ル－（メタ）アクリル酸付加物、１，６－ブタンジオールジグリシジルエーテル－（メタ
）アクリル酸付加物、アルキルグリシジルエーテル－（メタ）アクリル酸付加物、アリル
グリシジルエーテル－（メタ）アクリル酸付加物、フェニルグリシジルエーテル－（メタ
）アクリル酸付加物、スチレンオキサイド－（メタ）アクリル酸付加物、ビスフェノール
Ａジグリシジルエーテル－（メタ）アクリル酸付加物、プロピレンオキサド変性ビスフェ
ノールＡジグリシジルエーテル－（メタ）アクリル酸付加物、ビスフェノールＦジグリシ
ジルエーテル－（メタ）アクリル酸付加物、エピクロルヒドリン変性フタル酸―（メタ）
アクリル酸付加物、エピクロルヒドリン変性ヘキサヒドロフタル酸―（メタ）アクリル酸
付加物、エチレングリコールジグリシジルエーテル－（メタ）アクリル酸付加物、ポリエ
チレングリコールジグリシジルエーテル－（メタ）アクリル酸付加物、プロピレングリコ
ールジグリシジルエーテル―（メタ）アクリル酸付加物、ポリプロピレングリコールジグ
リシジルエーテル―（メタ）アクリル酸付加物、フェノールノボラック型エポキシ樹脂－
（メタ）アクリル酸付加物、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂－（メタ）アクリル酸
付加物、又はその他のエポキシ樹脂－（メタ）アクリル酸付加物等のエポキシ（メタ）ア
クリレート類；
　（メタ）アクリロイル変性イソシアヌレート、（メタ）アクリロイル変性ポリウレタン
、（メタ）アクリロイル変性ポリエステル、（メタ）アクリロイル変性メラミン、（メタ
）アクリロイル変性シリコーン、（メタ）アクリロイル変性ポリブタジエン、又は（メタ
）アクリロイル変性ロジン等の（メタ）アクリロイル変性樹脂オリゴマー類；
　スチレン、α－メチルスチレン、酢酸ビニル、（メタ）アクリル酸ビニル、又は（メタ



(18) JP 5651916 B2 2015.1.14

10

20

30

）アクリル酸アリル等のビニル類；
　ヒドロキシエチルビニルエーテル、エチレングリコールジビニルエーテル、又はペンタ
エリスリトールトリビニルエーテル等のビニルエーテル類；
（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシメチル（メタ）アクリルアミド、又はＮ－ビニ
ルホルムアミド等のアミド類；あるいは、
　アクリロニトリル等が挙げられる。これらは、単独で又は２種類以上混合して用いるこ
とができるが、必ずしもこれらに限定されない。
【００９２】
　（色素誘導体）
　本発明のカラーフィルタ用着色組成物においては、顔料の分散性を改善する目的で色素
誘導体を用いることが出来る。色素誘導体としては、有機顔料、アントラキノン、アクリ
ドン、又はトリアジンに、塩基性置換基、酸性置換基、又は置換基を有していても良いフ
タルイミドメチル基を導入した化合物があげられる。
【００９３】
　本発明においては、中でも塩基性誘導体が好ましく、塩基性誘導体は、下記一般式（１
）で示される化合物であり、塩基性基を有する特定母体骨格を有する誘導体である。塩基
性基を有する色素誘導体であれば特に限定はないが、下記一般式（１）で示される塩基性
基を有するトリアジン環骨格を持った色素誘導体が、好適に使用できる。
【００９４】
　一般式（１）：
Ｐ－Ｌｍ
（ただし、一般式（１）中、
Ｐは、ｍ価の、有機顔料残基、アントラキノン骨格、アクリドン骨格、又はトリアジン骨
格であり、
ｍは、１～４の整数であり、
Ｌは、一般式（２）、（３）、及び（４）で示される群から選ばれる置換基である。）
【００９５】
　一般式（２）：
【００９６】
【化１】

【００９７】
　一般式（３）：
【００９８】
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【化２】

【００９９】
　一般式（４）：
【０１００】
【化３】

【０１０１】
　〔ただし、一般式（２）～（４）中、
　Ｘは、－ＳＯ2－、－ＣＯ－、－ＣＨ2－、－ＣＨ2ＮＨＣＯＣＨ2－、－ＣＨ2ＮＨＳＯ2

ＣＨ2－、又は直接結合であり、
　Ｙは、－ＮＨ－、－Ｏ－、又は直接結合であり、
　ｎは、１～１０の整数であり、
　Ｙ1は、－ＮＨ－、－ＮＲ58－Ｚ－ＮＲ59－、又は直接結合であり、
　Ｒ58、及びＲ59は、それぞれ独立に、水素結合、置換基を有しても良い炭素数１～３６
いアルキル基、置換基を有しても良い炭素数２～３６のアルケニル基、又は置換基を有し
ても良いフェニル基であり、
　Ｚは、置換基を有しても良いアルキレン基、又は置換基を有しても良いアリーレン基で
あり、
　Ｒ50、Ｒ51は、それぞれ独立に、水素原子、置換基を有しても良い炭素数１～３０のア
ルキル基、置換基を有しても良い炭素数２～３０のアルケニル基、又はＲ50とＲ51とが一
体となって更なる窒素、酸素、若しくは硫黄原子を含む、置換基を有しても良い複素環で
あり、
　Ｒ52、Ｒ53、Ｒ54、及びＲ55は、それぞれ独立に、水素原子、置換基を有しても良い炭
素数１～２０のアルキル基、置換基を有しても良い炭素数２～２０のアルケニル基、置換
基を有しても良い炭素数６～２０のアリーレン基であり、
　Ｒ56は、水素原子、置換基を有しても良い炭素数１～２０のアルキル基、置換基を有し
ても良い炭素数２～２０のアルケニル基であり、
　Ｒ57は、前記一般式（２）、又は（３）で表す置換基であり、
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　Ｑは、水酸基、アルコキシル基、上記一般式（２）で示される置換基、又は上記一般式
（３）で示される置換基である。〕
【０１０２】
　一般式（２）～（４）で示される置換基を形成するために使用されるアミン成分として
は、例えば、ジメチルアミン、ジエチルアミン、メチルエチルアミン、Ｎ，Ｎ－エチルイ
ソプロピルアミン、Ｎ，Ｎ－エチルプロピルアミン、Ｎ，Ｎ－メチルブチルアミン、Ｎ，
Ｎ－メチルイソブチルアミン、Ｎ，Ｎ－ブチルエチルアミン、Ｎ，Ｎ－ｔｅｒｔ－ブチル
エチルアミン、ジイソプロピルアミン、ジプロピルアミン、Ｎ，Ｎ－ｓｅｃ－ブチルプロ
ピルアミン、ジブチルアミン、ジ－ｓｅｃ－ブチルアミン、ジイソブチルアミン、Ｎ，Ｎ
－イソブチル－ｓｅｃ－ブチルアミン、ジアミルアミン、ジイソアミルアミン、ジヘキシ
ルアミン、ジシクロヘキシルアミン、ジ（２－エチルへキシル）アミン、ジオクチルアミ
ン、Ｎ，Ｎ－メチルオクタデシルアミン、ジデシルアミン、ジアリルアミン、Ｎ，Ｎ－エ
チル－１，２－ジメチルプロピルアミン、Ｎ，Ｎ－メチルヘキシルアミン、ジオレイルア
ミン、ジステアリルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノメチルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルア
ミノエチルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノアミルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノブチ
ルアミン、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチルアミン、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノプロピルアミ
ン、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノヘキシルアミン、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノブチルアミン、Ｎ
，Ｎ－ジエチルアミノペンチルアミン、Ｎ，Ｎ－ジプロピルアミノブチルアミン、Ｎ，Ｎ
－ジブチルアミノプロピルアミン、Ｎ，Ｎ－ジブチルアミノエチルアミン、Ｎ，Ｎ－ジブ
チルアミノブチルアミン、Ｎ，Ｎ－ジイソブチルアミノペンチルアミン、Ｎ，Ｎ－メチル
ーラウリルアミノプロピルアミン、Ｎ，Ｎ－エチルーヘキシルアミノエチルアミン、Ｎ，
Ｎ－ジステアリルアミノエチルアミン、Ｎ，Ｎ－ジオレイルアミノエチルアミン、Ｎ，Ｎ
－ジステアリルアミノブチルアミン、ピペリジン、２－ピペコリン、３－ピペコリン、４
－ピペコリン、２，４－ルペチジ ン、２，６－ルペチジン、３，５－ルペチジン、３－
ピペリジンメタノール、ピペコリン酸、イソニペコチン酸、イソニペコチン酸メチル、イ
ソニコペチン酸エチル、２－ピペリジンエタノール、ピロリジン、３－ヒドロキシピロリ
ジン、Ｎ－アミノエチルピペリジン、Ｎ－アミノエチル－４－ピペコリン、Ｎ－アミノエ
 チルモルホリン、Ｎ－アミノプロピルピペリジン、Ｎ－アミノプロピル－２－ピペコリ
ン、Ｎ－アミノプロピル－４－ピペコリン、Ｎ－アミノプロピルモルホリン、Ｎ－メチル
ピペラジン、Ｎ－ブチルピペラジン、Ｎ－メチルホモピペラジン、１－シクロペンチルピ
ペラジン、１－アミノ－４－メチルピペラジン、又は１－シクロペンチルピペラジン等が
挙げられる。
【０１０３】
　本発明の塩基性置換基を有する顔料誘導体、アントラキノン誘導体、及びアクリドン誘
導体は、種々の合成経路で合成することができる。例えば、有機色素、アントラキノン、
若しくはアクリドンに一般式（５）～（８）で示される置換基を導入した後、上記置換基
と反応して一般式（２）～（４）で示される置換基を形成する上記アミン成分、例えば、
Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピルアミン、Ｎ－メチルピペラジン、ジエチルアミン、又は
４－［４－ヒドロキシ－６－［３－（ジブチルアミノ）プロピルアミノ］－１，３，５－
トリアジン－２－イルアミノ］アニリン等を反応させることによって得られる。
【０１０４】
一般式（５）： －ＳＯ2Ｃｌ
一般式（６）： －ＣＯＣｌ
一般式（７）： －ＣＨ2ＮＨＣＯＣＨ2Ｃｌ
一般式（８）： －ＣＨ2Ｃｌ
【０１０５】
　一般式（５）～（８）の置換基と上記アミン成分との反応時、一般式（５）～（８）の
置換基の一部が加水分解して、塩素が水酸基に置換したものが混在していてもよい。その
場合、一般式（５）、及び一般式（６）は、それぞれ、スルホン酸基、及びカルボン酸基
となるが、何れも遊離酸のままでもよく、又、１～３価の金属又は上記のモノアミンとの
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塩であってもよい。
【０１０６】
　又、有機色素がアゾ系色素である場合は、一般式（２）～（４）で示される置換基をあ
らかじめジアゾ成分またはカップリング成分に導入し、その後カップリング反応を行うこ
とによってアゾ系顔料誘導体を製造することもできる。
【０１０７】
　本発明の塩基性基を有するトリアジン誘導体は、種々の合成経路で合成することができ
る。例えば、塩化シアヌルを出発原料とし、塩化シアヌルの少なくとも１つの塩素に一般
式（２）～（４）で示される置換基を形成するアミン成分、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルア
ミノプロピルアミンまたはＮ－メチルピペラジン等を反応させ、次いで塩化シアヌルの残
りの塩素と種々のアミンまたはアルコール等を反応させることによって得られる。
【０１０８】
　本発明の顔料組成物において、塩基置換基を有する色素誘導体の配合量は、顔料成分１
００重量部に対し、好ましくは１～５０重量部、更に好ましくは３～３０重量部、最も好
ましくは、５～２５重量部である。顔料成分１００重量部に対し塩基性誘導体が１重量部
未満であると分散性が悪くなる場合があり、５０重量部を超えると耐熱性、耐光性が悪く
なる場合がある。中でも、塩基性置換基にトリアジン構造を持つものが、分散安定性上好
ましい。
【０１０９】
　（分散）
　本発明の緑色着色組成物は、少なくともハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料を含む顔料
成分を、前記塩基性樹脂型分散剤、又は前記塩基性樹脂型分散剤及び前記塩基性置換基を
有する色素誘導体と一緒に、前記顔料担体中に、前記三本ロールミル、二本ロールミル、
サンドミル、ニーダー、アトライター等の各種分散手段を用いて微細に分散して製造する
ことができる。又、本発明の緑色着色組成物は、数種類の顔料を別々に顔料担体に分散し
たものを混合して製造することもできる。
【０１１０】
　本発明の緑色着色組成物は、更に、光重合開始剤を加えて、溶剤現像型あるいはアルカ
リ現像型緑色レジストの形態で調製することができる。アルカリ現像型着色レジストの形
態で調製する場合は、顔料担体の一部に酸性基を有するアルカリ可溶性の材料を使用する
。
【０１１１】
　（光重合開始剤）
　本発明のカラーフィルタ用緑色着色組成物には、該組成物を紫外線照射により硬化した
り、フォトリソグラフ法によりフィルタセグメントを形成する場合は、光重合開始剤等が
添加される。光重合開始剤を使用する際の配合量は、顔料成分の全重量を基準として、５
～２００重量％であることが好ましく、光硬化性、現像性の観点から１０～１５０重量％
であることがより好ましい。
【０１１２】
　光重合開始剤としては、例えば、
　４－フェノキシジクロロアセトフェノン、４－ｔ－ブチル－ジクロロアセトフェノン、
ジエトキシアセトフェノン、１－（４－イソプロピルフェニル）－２－ヒドロキシ－２－
メチルプロパン－１－オン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２－ベンジ
ル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－ブタン－１－オン、又は
２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルフォリノプロパン－１－オ
ン等のアセトフェノン系光重合開始剤；
　ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインイソ
プロピルエーテル、又はベンジルジメチルケタール等のベンゾイン系光重合開始剤；
　ベンゾフェノン、ベンゾイル安息香酸、ベンゾイル安息香酸メチル、４－フェニルベン
ゾフェノン、ヒドロキシベンゾフェノン、アクリル化ベンゾフェノン、又は４－ベンゾイ



(22) JP 5651916 B2 2015.1.14

10

20

30

40

50

ル－４’－メチルジフェニルサルファイド等のベンゾフェノン系光重合開始剤；
　チオキサンソン、２－クロルチオキサンソン、２－メチルチオキサンソン、イソプロピ
ルチオキサンソン、又は２，４－ジイソプロピルチオキサンソン等のチオキサンソン系光
重合開始剤；
　２，４，６－トリクロロ－ｓ－トリアジン、２－フェニル－４，６－ビス（トリクロロ
メチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－メトキシフェニル）－４，６－ビス（トリクロロ
メチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－トリル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－
ｓ－トリアジン、２－ピペロニル－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン
、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－スチリル－ｓ－トリアジン、２－（ナフト－
１－イル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（４－メトキシ
－ナフト－１－イル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２，４－
トリクロロメチル－（ピペロニル）－６－トリアジン、又は２，４－トリクロロメチル（
４’－メトキシスチリル）－６－トリアジン等のトリアジン系光重合開始剤；
　ボレート系光重合開始剤；
　カルバゾール系光重合開始剤；あるいは、
　イミダゾール系光重合開始剤等が用いられるが、必ずしもこれらに限定されるものでは
ない。
【０１１３】
　上記光重合開始剤は、単独あるいは２種以上混合して用いるが、増感剤として、α－ア
シロキシエステル、アシルフォスフィンオキサイド、メチルフェニルグリオキシレート、
ベンジル、９，１０－フェナンスレンキノン、カンファーキノン、エチルアンスラキノン
、４，４’－ジエチルイソフタロフェノン、３，３’，４，４’－テトラ（ｔ－ブチルパ
ーオキシカルボニル）ベンゾフェノン、又は４，４’－ジエチルアミノベンゾフェノン等
の化合物を併用することもできるが、必ずしもこれらに限定されるものではない。
【０１１４】
　増感剤を使用する際の配合量は、着色組成物中に含まれる光重合開始剤の配合重量を基
準として、３～６０重量％であることが好ましく、光硬化性、現像性の観点から５～５０
重量％であることがより好ましい。
【０１１５】
　（分散助剤）
　顔料成分を顔料担体中に分散する際には、適宜、本発明の樹脂型顔料分散剤以外に界面
活性剤等の分散助剤を用いることができる。分散助剤は、顔料の分散に優れ、分散後の顔
料の再凝集を防止する効果が大きいので、分散助剤を用いて顔料を顔料担体中に分散して
なる緑色着色組成物を用いた場合には、分光透過率の高いカラーフィルタが得られる。
【０１１６】
　界面活性剤としては、例えば、
　ラウリル硫酸ナトリウム、ポリオキシエチレンアルキルエーテル硫酸塩、ドデシルベン
ゼンスルホン酸ナトリウム、スチレン－アクリル酸共重合体のアルカリ塩、ステアリン酸
ナトリウム、アルキルナフタリンスルホン酸ナトリウム、アルキルジフェニルエーテルジ
スルホン酸ナトリウム、ラウリル硫酸モノエタノールアミン、ラウリル硫酸トリエタノー
ルアミン、ラウリル硫酸アンモニウム、ステアリン酸モノエタノールアミン、スチレン－
アクリル酸共重合体のモノエタノールアミン、又はポリオキシエチレンアルキルエーテル
リン酸エステル等のアニオン性界面活性剤；
　ポリオキシエチレンオレイルエーテル、ポリオキシエチレンラウリルエーテル、ポリオ
キシエチレンノニルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルエーテルリン酸エス
テル、ポリオキシエチレンソルビタンモノステアレート、又はポリエチレングリコールモ
ノラウレート等のノニオン性界面活性剤；
　アルキル４級アンモニウム塩やそれらのエチレンオキサイド付加物等のカオチン性界面
活性剤；あるいは、
　アルキルジメチルアミノ酢酸ベタイン等のアルキルベタイン、又はアルキルイミダゾリ



(23) JP 5651916 B2 2015.1.14

10

20

30

40

50

ン等の両性界面活性剤が挙げられ、これらは単独で又は２種以上を混合して用いることが
できるが、必ずしもこれらに限定されるものではない。
【０１１７】
　更に、本発明のカラーフィルタ用緑色着色組成物には、顔料を充分に顔料担体中に分散
させ、ガラス基板等の透明基板上に乾燥膜厚が０．２～５μｍとなるように塗布してフィ
ルタセグメントを形成することを容易にするために溶剤を含有させ、「緑色インキ」や「
緑色レジストインキ」の形態で使用することができる。
【０１１８】
　（溶剤）
　前記溶剤として、インキやレジストインキ製造に通常使用されている以下の溶剤を使用
することができる。
【０１１９】
　これらの溶剤としては、例えば、1,2,3－トリクロロプロパン、1,3－ブタンジオール、
1,3-ブチレングリコール、1,3-ブチレングリコールジアセテート、1,4－ジオキサン、2－
ヘプタノン、2－メチル－1,3－プロパンジオール、3,5,5-トリメチル-2-シクロヘキセン-
1-オン、3,3,5－トリメチルシクロヘキサノン、3－エトキシプロピオン酸エチル、3－メ
チル－1,3－ブタンジオール、3－メトキシ－3－メチル－1－ブタノール、3－メトキシ－3
－メチルブチルアセテート、3-メトキシブタノール、3－メトキシブチルアセテート、4－
ヘプタノン、ｍ－キシレン、ｍ－ジエチルベンゼン、ｍ－ジクロロベンゼン、Ｎ，Ｎ－ジ
メチルアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、n－ブチルアルコール、ｎ－ブチ
ルベンゼン、n－プロピルアセテート、Ｎ－メチルピロリドン、o－キシレン、o－クロロ
トルエン、ｏ－ジエチルベンゼン、ｏ－ジクロロベンゼン、ｐ－クロロトルエン、ｐ－ジ
エチルベンゼン、ｓｅｃ－ブチルベンゼン、ｔｅｒｔ－ブチルベンゼン、γ―ブチロラク
トン、イソブチルアルコール、イソホロン、エチレングリコールジエチルエーテル、エチ
レングリコールジブチルエーテル、エチレングリコールモノイソプロピルエーテル、エチ
レングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテルアセテート
、エチレングリコールモノターシャリーブチルエーテル、エチレングリコールモノブチル
エーテル、エチレングリコールモノブチルエーテルアセテート、エチレングリコールモノ
プロピルエーテル、エチレングリコールモノヘキシルエーテル、エチレングリコールモノ
メチルエーテル、エチレングリコールモノメチルエーテルアセテート、ジイソブチルケト
ン、ジエチレングリコールジエチルエーテル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、
ジエチレングリコールモノイソプロピルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエー
テルアセテート、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、ジエチレングリコールモノ
ブチルエーテルアセテート、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、シクロヘキサノ
ール、シクロヘキサノールアセテート、シクロヘキサノン、ジプロピレングリコールジメ
チルエーテル、ジプロピレングリコールメチルエーテルアセテート、ジプロピレングリコ
ールモノエチルエーテル、ジプロピレングリコールモノブチルエーテル、ジプロピレング
リコールモノプロピルエーテル、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、ダイアセ
トンアルコール、トリアセチン、トリプロピレングリコールモノブチルエーテル、トリプ
ロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールジアセテート、プロピレ
ングリコールフェニルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテル、プロピレン
グリコールモノエチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノブチルエーテル、
プロピレングリコールモノプロピルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル
、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノメチ
ルエーテルプロピオネート、ベンジルアルコール、メチルイソブチルケトン、メチルシク
ロヘキサノール、酢酸n－アミル、酢酸n－ブチル、酢酸イソアミル、酢酸イソブチル、酢
酸プロピル、又は二塩基酸エステル等が挙げられ、これらを単独で若しくは混合して用い
るが、必ずしもこれらに限定されるものではない。溶剤は、顔料成分の全重量を基準にし
て、８００～４０００重量％の量で用いることができる。この範囲外では、下記に述べる
ような、適正な粘度に調節することが困難で、目的とする均一な膜厚のカラーフィルタを
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得ることができない。
【０１２０】
　本発明のカラーフィルタ用緑色着色組成物は、分散直後の粘度（２５℃における回転数
６０ｒｐｍの粘度）が２～１００ｍＰａ・ｓ、分散直後のチキソインデックス（２５℃に
おける回転数６ｒｐｍの粘度と６０ｒｐｍの粘度の比）が１．４以下、１０℃の条件で３
ヶ月保存した後の経時粘度増加率（分散直後の２５℃における回転数６０ｒｐｍの粘度を
基準にした時の、分散後１０℃の条件で３ヶ月保存した２５℃における回転数６０ｒｐｍ
の粘度増加率）が２０％未満であることが、好ましい。分散特後の粘度が２ｍＰａ・ｓ未
満、若しくは１００ｍＰａ・ｓを超えると、又は分散直後のチキソインデックスが１．４
を超えると、又は経時粘度増加率が２０％以上になると、塗布均一性が保てず、目的とす
る均一な膜厚のカラーフィルタを得ることができない。なお、粘度及びチキソインデック
スは、例えば、Ｅ型粘度計（東機産業社製「ＥＬＤ型粘度計」）を用いて測定することが
できる。
【０１２１】
　（貯蔵安定剤）
　又、本発明の緑色着色組成物は、組成物の経時粘度を安定化させるために貯蔵安定剤を
含有させることができる。
【０１２２】
　貯蔵安定剤としては、例えば、
　ベンジルトリメチルアンモニウムクロライド、又はジエチルヒドロキシアミン等の４級
アンモニウムクロライド類；
　乳酸、又はシュウ酸などの有機酸類；
　前記有機酸のメチルエステル類；
　ｔ－ブチルピロカテコール等のカテコール類；
　トリフェニルホスフィン、テトラエチルホスフィン、又はテトラフェニルフォスフィン
等の有機ホスフィン類；あるいは、
　亜リン酸塩類等が挙げられる。
【０１２３】
　（粗大粒子や塵の除去）
　本発明の緑色着色組成物は、遠心分離、焼結フィルタ、又はメンブレンフィルタ等の手
段にて、５μｍ以上の粗大粒子、好ましくは１μｍ以上の粗大粒子、更に、好ましくは０
．５μｍ以上の粗大粒子及び混入した塵の除去を行うことが好ましい。粗大粒子が存在す
ると、カラーフィルタに異物が残り、実用上の問題が生じるだけでなく、塗布工程におい
て、配管やノズルに異物が詰まり、製造上の重大な問題が生じる。このように緑色着色組
成物は、実質的に０．５μｍ以上の粒子を含まないことが好ましい。より好ましくは、緑
色着色組成物に含まれる粒子は、０．３μｍ以下である(ＳＥＭによる粒子径) 。
【０１２４】
　また、平均分散粒子径としては、明度やコントラスト比を高くするには０．０５～０．
２μmが好ましく、０．０６～０．１５μmであると、さらに明度やコントラスト比が高く
出来るのでより好ましい。
【０１２５】
　（カラーフィルタの製造）
　本発明のカラーフィルタは、印刷法又はフォトリソグラフィー法により、製造すること
ができる。
【０１２６】
　印刷法によるフィルタセグメントの形成は、印刷インキとして調製した着色組成物の印
刷と乾燥を繰り返すだけでパターン化ができるため、カラーフィルタの製造法としては、
低コストで量産性に優れている。更に、印刷技術の発展により高い寸法精度及び平滑度を
有する微細パターンの印刷を行うことができる。印刷を行うためには、印刷の版上にて、
あるいはブランケット上にてインキが乾燥、固化しないような組成とすることが好ましい
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。又、印刷機上でのインキの流動性の制御も重要であり、分散剤や体質顔料によるインキ
粘度の調整を行うこともできる。
【０１２７】
　フォトリソグラフィー法によりフィルタセグメントを形成する場合は、前記溶剤現像型
あるいはアルカリ現像型着色レジストとして調製した着色組成物を、透明基板上に、スプ
レーコートやスピンコート、スリットコート、又はロールコート等の塗布方法により、乾
燥膜厚が０．２～５μｍとなるように塗布する。必要により乾燥された膜には、この膜と
接触あるいは非接触状態で設けられた所定のパターンを有するマスクを通して紫外線露光
を行う。その後、溶剤又はアルカリ現像液に浸漬するかもしくはスプレー等により現像液
を噴霧して未硬化部を除去して所望のパターンを形成したのち、同様の操作を他色につい
て繰り返してカラーフィルタを製造することができる。更に、着色レジストの重合を促進
するため、必要に応じて加熱を施すこともできる。フォトリソグラフィー法によれば、前
記印刷法より精度の高いカラーフィルタが製造できる。
【０１２８】
　現像に際しては、アルカリ現像液として炭酸ナトリウム、又は水酸化ナトリウム等の水
溶液が使用され、ジメチルベンジルアミン、又はトリエタノールアミン等の有機アルカリ
を用いることもできる。又、現像液には、消泡剤や界面活性剤を添加することもできる。
なお、紫外線露光感度を上げるために、前記着色レジストを塗布乾燥後、水溶性あるいは
アルカリ水溶性樹脂、例えばポリビニルアルコールや水溶性アクリル樹脂等を塗布乾燥し
酸素による重合阻害を防止する膜を形成した後、紫外線露光を行うこともできる。
【０１２９】
　本発明のカラーフィルタは、前記方法の他に電着法、又は転写法等により製造すること
ができるが、本発明の着色組成物はいずれの方法にも用いることができる。なお、電着法
は、基板上に形成した透明導電膜を利用して、コロイド粒子の電気泳動により各色フィル
タセグメントを透明導電膜の上に電着形成することでカラーフィルタを製造する方法であ
る。
【０１３０】
　又、転写法は剥離性の転写ベースシートの表面に、あらかじめフィルタセグメントを形
成しておき、このフィルタセグメントを所望の基板に転写させる方法である。
【０１３１】
　（カラーフィルタ）
　次に、本発明のカラーフィルタについて説明する。本発明のカラーフィルタは、少なく
とも１つの赤色フィルタセグメント、少なくとも１つの青色フィルタセグメント、及び少
なくとも１つの緑色フィルタセグメントを具備し、前記少なくとも１つの緑色フィルタセ
グメントは、本発明カラーフィルタ用着色組成物を用いて形成される。
【０１３２】
　赤色フィルタセグメントは、通常の赤色着色組成物を用いて形成することができる。赤
色着色組成物には、例えばＣ．Ｉ．ピグメントレッド  ７、１４、４１、４８：１、４８
：２、４８：３、４８：４、５７：１、８１、８１：１、８１：２、８１：３、８１：４
、１２２、１４６、１６８、１７７、１７８、１８４、１８５、１８７、２００、２０２
、２０８、２１０、２４６、２５４、２５５、２６４、２７０、２７２、２７９等の赤色
顔料が用いられる。
【０１３３】
　赤色着色組成物には、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ　４３、７１、７３等の橙色顔料及
び／又はＣ．Ｉ．ピグメントイエロー　１、２、３、４、５、６、１０、１２、１３、１
４、１５、１６、１７、１８、２４、３１、３２、３４、３５、３５：１、３６、３６：
１、３７、３７：１、４０、４２、４３、５３、５５、６０、６１、６２、６３、６５、
７３、７４、７７、８１、８３、９３、９４、９５、９７、９８、１００、１０１、１０
４、１０６、１０８、１０９、１１０、１１３、１１４、１１５、１１６、１１７、１１
８、１１９、１２０、１２３、１２６、１２７、１２８、１２９、１３８、１３９、１４
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７、１５０、１５１、１５２、１５３、１５４、１５５、１５６、１６１、１６２、１６
４、１６６、１６７、１６８、１６９、１７０、１７１、１７２、１７３、１７４、１７
５、１７６、１７７、１７９、１８０、１８１、１８２、１８５、１８７、１８８、１９
３、１９４、１９８、１９９、２１３、２１４等の黄色顔料を併用することができる。
【０１３４】
　又、青色フィルタセグメントは、通常の青色着色組成物を用いて形成することができる
。青色着色組成物には、例えばＣ．Ｉ．ピグメントブルー　１５、１５：１、１５：２、
１５：３、１５：４、１５：６、１６、２２、６０、６４等の青色顔料が用いられる。又
青色着色組成物には、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット　１、１９、２３、２７、２９、
３０、３２、３７、４０、４２、５０等の紫色顔料を併用することができる。
【実施例】
【０１３５】
　以下に、本発明を実施例に基づいて説明するが、本発明はこれによって限定されるもの
ではない。なお、実施例及び比較例中、「部」とは「重量部」を意味する。又、Ｍｎ及び
Ｍｗは、それぞれ、数平均分子量及び重量平均分子量を意味する。
【０１３６】
　（塩基性樹脂型分散剤の平均分子量）
　塩基性樹脂型分散剤の数平均分子量（Ｍｎ）及び重量平均分子量（Ｍｗ）は、装置とし
てＨＬＣ－８３２０ＧＰＣ（東ソー株式会社製）を用い、カラムとして　ＳＵＰＥＲ－Ａ
Ｗ３０００を使用し、溶離液として３０ｍＭトリエチルアミン及び１０ｍＭ　ＬｉＢｒの
Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド溶液を用いて測定したポリスチレン換算の数平均分子量（
Ｍｎ）及び重量平均分子量（Ｍｗ）である。
【０１３７】
　（塩基性樹脂型分散剤のアミン価）
　塩基性樹脂型分散剤のアミン価は、ＡＳＴＭ　Ｄ　２０７４の方法に準拠し、測定した
全アミン価（ｍｇＫＯＨ／ｇ）を固形分換算した値である。
【０１３８】
　（顔料担体を構成する樹脂の平均分子量）
　顔料担体の樹脂として用いたアクリル樹脂の数平均分子量（Ｍｎ）及び重量平均分子量
（Ｍｗ）は、ＴＳＫｇｅｌカラム（東ソー社製）を用い、ＲＩ検出器を装備したＧＰＣ（
東ソー社製、ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ）で、展開溶媒にＴＨＦを用いて測定したポリスチ
レン換算の数平均分子量（Ｍｎ）及び重量平均分子量（Ｍｗ）である。
【０１３９】
　（顔料担体の樹脂の酸価）
　顔料担体の樹脂として用いたアクリル樹脂の酸価は、ＪＩＳ　Ｋ　００７０の電位差滴
定法に準拠し、測定した酸価（ｍｇＫＯＨ／ｇ）を固形分換算した値である。
次に、実施例に先立ち、実施例及び比較例に用いた樹脂型分散剤、その溶液、市販樹脂型
分散剤溶液、アクリル樹脂、その溶液について説明する。
【０１４０】
　（樹脂型分散剤１の合成とその溶液の調製）
　温度計、攪拌機、蒸留管、冷却器を具備した４つ口セパラブルフラスコに、メチルエチ
ルケトン７０部、ｎ－ブチルアクリレート７６．０部、スパルテイン２．８部、ブロモイ
ソ酪酸エチル１．９部を仕込み窒素気流下で４０℃に昇温した。塩化第一銅　１．１部を
投入し、７５℃まで昇温して重合を開始した。３時間重合後、重合溶液をサンプリングし
、重合の固形分から重合収率が９５％以上である事を確認し、Ｎ、Ｎ－ジメチルアミノエ
チルメタクリレート２４．０部、及びＭＥＫ３０．０部を添加し、更に、重合を行った。
２時間後重合溶液の固形分から重合収率が９７％以上であるのを確認し、室温に冷却して
重合を停止した。得られた樹脂溶液１００部をメチルエチルケトン１００部で希釈し、カ
チオン交換樹脂「ダイアイオン　ＰＫ２２８ＬＨ（三菱化学（株）製）」６０部を添加し
室温で１時間攪拌し、更に、中和剤として「キョーワード５００ＳＮ（協和化学工業(株)
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製）」を部添加し３０分攪拌を行った。濾過によりカチオン交換樹脂と吸着剤を取り除く
事で重合触媒の残渣を取り除いた。更に、樹脂溶液を濃縮しエチレングリコールモノメチ
ルエーテルアセテートに置換して不揮発分が４０重量％の樹脂型分散剤１（Ｍｎ＝１０２
００、Ｍｗ＝１２２００、アミン価８６ｍｇＫＯＨ／ｇ）の溶液を得た。
【０１４１】
　（樹脂型分散剤２の合成とその溶液の調製）
前記合成例１と同様の方法でメチルエチルケトン７０部、ｎ－ブチルアクリレート７５．
０部、メチルメタクリレート１０．０部、スパルテイン２．３部、ブロモイソ酪酸エチル
１．６部を仕込み、塩化第一銅０．９部を投入して重合を開始した。３時間重合後、Ｎ、
Ｎ－ジメチルアミノエチルメタクリレート１５．０部、及びＭＥＫ３０．０部を添加し、
更に、２時間重合を行った。この後、上記合成例１と同様の重合触媒の残渣を取り除き操
作をして不揮発分が４０重量％の樹脂型分散剤２（Ｍｎ＝１１９００、Ｍｗ＝１３２００
、アミン価５４ｍｇＫＯＨ／ｇ）の溶液を得た。
【０１４２】
  （樹脂型分散剤３の合成とその溶液の調製）
　上記合成例１と同様の方法でメチルエチルケトン７０部、エチルアクリレート４５．０
部、メチルメタクリレート４３．０部、スパルテイン３．３部、ブロモイソ酪酸エチル2
．8部を仕込み、塩化第一銅１．４部を投入して重合を開始した。３時間重合後、Ｎ、Ｎ
－ジメチルアミノエチルメタクリレート１２．０部、及びＭＥＫ３０．０部を添加し、更
に、２時間重合を行った。この後、上記合成例１と同様の重合触媒の残渣を取り除き操作
をして不揮発分が４０重量％の樹脂型分散剤３（Ｍｎ＝７０００、Ｍｗ＝８５００、アミ
ン価４３ｍｇＫＯＨ／ｇ）の溶液を得た。
【０１４３】
  （樹脂型分散剤４の合成とその溶液の調製）
　上記合成例１と同様の方法でメチルエチルケトン７０部、ｎ－ブチルアクリレート７１
．０部、スパルテイン２．８部、ブロモイソ酪酸エチル１．９部を仕込み、塩化第一銅１
．４部を投入して重合を開始した。３時間重合後、Ｎ、Ｎ－ジメチルアミノエチルメタク
リレート２９．０部、及びＭＥＫ３０．０部を添加し２時間重合を行った。この後、上記
合成例１と同様の重合触媒の残渣を取り除き操作をして不揮発分が４０重量％の樹脂型分
散剤４（Ｍｎ＝１００００、Ｍｗ＝１２０００、アミン価１０５ｍｇＫＯＨ／ｇ）の溶液
を得た。
【０１４４】
  （樹脂型分散剤５の合成とその溶液の調製）
　上記合成例１と同様の方法でメチルエチルケトン７０部、ｎ－ブチルアクリレート６６
．０部、スパルテイン２．８部、ブロモイソ酪酸エチル１．９部を仕込み、塩化第一銅１
．４部を投入して重合を開始した。３時間重合後、Ｎ、Ｎ－ジメチルアミノエチルメタク
リレート３４．０部、及びＭＥＫ３０．０部を添加し、更に、２時間重合を行った。この
後、上記合成例１と同様の重合触媒の残渣を取り除き操作をして不揮発分が４０重量％の
樹脂型分散剤５（Ｍｎ＝９８００、Ｍｗ＝１２０００、アミン価１２１ｍｇＫＯＨ／ｇ）
の溶液を得た。
【０１４５】
　（市販樹脂型分散剤溶液の調製）
　市販の樹脂型分散剤であるビックケミー・ジャパン社製ＢＹＫ１６１、１６３、１６４
、１６７、１７４、１８４、２０００、２０５０、日本ルーブリゾール社製ＳＯＬＳＰＥ
ＲＳＥ３４７５０、５６０００、チバ・ジャパン社製ＥＦＫＡ４３３０、４０４６、４０
６０、４０８０は、それぞれ、不揮発分が４０％未満のものについては減圧乾燥により、
不揮発分を６０％以上にしてから、エチレングリコールモノメチルエーテルアセテートを
用いて不揮発分４０重量％溶液に調製し、市販樹脂型分散剤の溶液として使用した。
【０１４６】
  （アクリル樹脂Ａの合成とその溶液の調製）
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　反応容器にシクロヘキサノン８００部を入れ、容器に窒素ガスを注入しながら１００℃
に加熱して、同温度で、スチレン８０．０部、メタクリル酸４０．０部、Ｎ，Ｎ－メチル
メタクリレート８５．０部、ｎ－ブチルメタクリレート９５．０部、及びアゾビスイソブ
チロニトリル１０．０部の混合物を１時間かけて滴下して重合反応を行った。
【０１４７】
　滴下後、更に、１００℃で３時間反応させた後、アゾビスイソブチロニトリル２．０部
をシクロヘキサノン５０部で溶解させたものを添加し、更に、１００℃で１時間反応を続
けて、重量平均分子量が約３００００、酸価が８７ｍｇＫＯＨ／ｇのアクリル樹脂Ａのシ
クロヘキサノン溶液を得た。
【０１４８】
　室温まで冷却した後、樹脂溶液約２ｇをサンプリングして１８０℃、２０分加熱乾燥し
て不揮発分を測定し、先に合成した樹脂溶液に、不揮発分が２０重量％になるようにエチ
レングリコールモノメチルエーテルアセテートを添加してアクリル樹脂Ａの溶液を調製し
た。
【０１４９】
　（アクリル樹脂Ｂ～Ｐの合成とそれらの溶液の調製）
　下記表２に示されたモノマー組成、開始剤量（アゾビスイソブチロニトリル量）で上記
アクリル樹脂Ａの合成方法と同様にアクリル樹脂Ｂ～Ｐの合成を行ない、それらの溶液を
調製した。又、合成された樹脂の酸価、重量平均分子量を表２に示した。
【０１５０】
【表２】

【０１５１】
　表２中の略称の説明
　　スチレン：スチレン（重量部）
　　ＭＡ　　：メタクリル酸（重量部）
　　ＭＭＡ　：メチルメタクリレート（重量部）
　　ｎＢＭＡ：ｎ－ブチルメタクリレート（重量部）
　　ＡＩＢＮ：アゾビスイソブチロニトリル（重量部）
　　酸価（ｍｇＫＯＨ／ｇ）
　　分子量：重量平均分子量
　　（ア）式：（ア）Ｙ＞－７５０Ｘ＋５１０００
　　（イ）式：（イ）Ｙ＞９４０Ｘ－７９０００
　　（ウ）式：（ウ）Ｙ＞８０００
　　Ｘ：樹脂の酸価（ｍｇＫＯＨ／ｇ）
　　Ｙ：樹脂の重量平均分子量）
【０１５２】
　次に顔料の一次粒径測定方法ならびに顔料の調製方法について説明する。



(29) JP 5651916 B2 2015.1.14

10

20

30

40

【０１５３】
　（一次粒子径測定法）
　顔料の平均一次粒子径は、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）の電子顕微鏡写真から一次粒子
の大きさを直接計測する方法で測定した。具体的には、個々の顔料の一次粒子の短軸径と
長軸径を計測し、平均をその顔料粒子の粒径とした。次に、１００個以上の顔料粒子につ
いて、それぞれの粒子の体積（重量）を、求めた粒径の立方体と近似して求め、体積平均
粒径を平均一次粒子径とした。
【０１５４】
　（緑色顔料１の調製）
　ハロゲン化亜鉛フタロシアニン緑色顔料（Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン５８）２００部
、塩化ナトリウム１４００部、およびジエチレングリコール３６０部をステンレス製１ガ
ロンニーダー（井上製作所製）に仕込み、８０℃で６時間混練した。次にこの混練物を８
リットルの温水に投入し、８０℃に加熱しながら２時間攪拌してスラリー状とし、濾過、
水洗を繰り返して塩化ナトリウム及びジエチレングリコールを除いた後、８５℃で一昼夜
乾燥し、１９０部の緑色顔料１を得た。ＴＥＭ（透過型電子顕微鏡）により求めた一次粒
子径は５０ｎｍであった。
【０１５５】
　（緑色顔料２の調製）
　ハロゲン化亜鉛フタロシアニン緑色顔料（Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン５８）をハロゲ
ン化銅フタロシアニン緑色顔料（Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン７）に置き換えた以外は緑
色顔料１の調製と同様にして緑色顔料２を得た。ＴＥＭ（透過型電子顕微鏡）により求め
た一次粒子径は６０ｎｍであった。
【０１５６】
　［実施例１］緑色レジスト材１の調製
　緑色顔料１（Ｃ．Ｉ．ｐｉｇｍｅｎｔ　ｇｒｅｅｎ　５８）１１．０部、上記市販樹脂
型分散剤の溶液の調製方法に従い調製したＳＯＬＳＰＥＲＳＥ－５６０００溶液２．５部
、上記アクリル樹脂Ａの溶液を４０．０部、及びエチレングリコールモノメチルエーテル
アセテート４６．５部の混合物を均一に撹拌混合した後、直径０．５ｍｍのジルコニアビ
ーズを用いて、アイガーミル（アイガージャパン社製「ミニモデルＭ－２５０ ＭＫＩＩ
」）で５時間分散した後、５．０μmのフィルタで濾過し緑色顔料分散体を作製した。
次いで、上記緑色顔料分散体６０．０部、上記アクリル樹脂Ａの溶液１１．０部、トリメ
チロールプロパントリアクリレート（新中村化学社製「ＮＫエステルＡＴＭＰＴ」）４．
２部、光重合開始剤（チバ・ジャパン社製「イルガキュアー９０７」）１．２部、増感剤
（保土ヶ谷化学社製「ＥＡＢ－Ｆ」）０．４部、及びエチレングリコールモノメチルエー
テルアセテート２３．２部の混合物を均一になるように攪拌混合した後、１．０μmのフ
ィルタで濾過して、アルカリ現像型緑色レジスト材１を得た。
【０１５７】
［実施例２～２４］緑色レジスト材２～２４の調製
　表３に示した、上記樹脂型分散剤の溶液、色素誘導体、上記アクリル樹脂の溶液を用い
て実施例１に示した方法と同様にしてアルカリ現像型レジスト材２～２４を得た。又、表
４に樹脂型分散剤のタイプ（ブロック型か非ブロック型のいずれか）を示した。
　ただし、実施例１、２、４～１４、および２０～２４は参考例である。
【０１５８】
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【表３】

【０１５９】
【表４】

【０１６０】
　［実施例２５］緑色レジスト材２５の調製
　緑色顔料１（Ｃ．Ｉ．ｐｉｇｍｅｎｔ　ｇｒｅｅｎ　５８）１０．０部、ＳＯＬＳＰＥ
ＲＳＥ－５６０００の樹脂溶液（不揮発分４０重量％）２．５部、下記一般式（９）：
【０１６１】

【化４】

で示される塩基性官能基を有する色素誘導体１．０部、上記アクリル樹脂Ａの溶液４０．
０部、及びエチレングリコールモノメチルエーテルアセテート４６．５部の混合物を均一
に撹拌混合した後、直径０．５ｍｍのジルコニアビーズを用いて、アイガーミル（アイガ
ージャパン社製「ミニモデルＭ－２５０ ＭＫＩＩ」）で５時間分散した後、５．０μmの
フィルタで濾過し緑色顔料分散体を作製した。
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　次いで、上記緑色顔料分散体６０．０部、上記アクリル樹脂Ａの溶液１１．０部、トリ
メチロールプロパントリアクリレート（新中村化学社製「ＮＫエステルＡＴＭＰＴ」）４
．２部、光重合開始剤（チバ・ジャパン社製「イルガキュアー９０７」）１．２部、増感
剤（保土ヶ谷化学社製「ＥＡＢ－Ｆ」）０．４部、及びエチレングリコールモノメチルエ
ーテルアセテート２３．２部の混合物を均一になるように攪拌混合した後、１．０μmの
フィルタで濾過して、アルカリ現像型緑色レジスト材２５を得た。
【０１６３】
［実施例２６～４８］緑色レジスト材２６～４８の調製
　表５に示した、上記樹脂型分散剤の溶液、上記色素誘導体、上記アクリル樹脂の溶液を
用いて、実施例２５に示した方法と同様にしてアルカリ現像型レジスト材２６～４８を得
た。
　ただし、実施例２５、２６、２８～３８、および４４～４８は参考例である。
【０１６４】

【表５】

【０１６５】
　［実施例４９］緑色レジスト材４９の調製
　緑色顔料１（Ｃ．Ｉ．ｐｉｇｍｅｎｔ　ｇｒｅｅｎ　５８）１０．０部、ＳＯＬＳＰＥ
ＲＳＥ－５６０００溶液（不揮発分４０重量％）２．５部、下記一般式（１０）：
【０１６６】
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で示される、アンカー部がベンズイミダゾロンである塩基性官能基を有するトリアジン環
骨格を持った色素誘導体１．０部、上記アクリル樹脂Ａの溶液４０．０部、及びエチレン
グリコールモノメチルエーテルアセテート４６．５部の混合物を均一に撹拌混合した後、
直径０．５ｍｍのジルコニアビーズを用いて、アイガーミル（アイガージャパン社製「ミ
ニモデルＭ－２５０ ＭＫＩＩ」）で５時間分散した後、５．０μmのフィルタで濾過し緑
色顔料分散体を作製した。
【０１６７】
　次いで、上記緑色顔料分散体６０．０部、上記アクリル樹脂Ａの溶液１１．０部、トリ
メチロールプロパントリアクリレート（新中村化学社製「ＮＫエステルＡＴＭＰＴ」）４
．２部、光重合開始剤（チバ・ジャパン社製「イルガキュアー９０７」）１．２部、増感
剤（保土ヶ谷化学社製「ＥＡＢ－Ｆ」）０．４部、及びエチレングリコールモノメチルエ
ーテルアセテート２３．２部の混合物を均一になるように攪拌混合した後、１．０μmの
フィルタで濾過して、アルカリ現像型緑色レジスト材４９を得た。
【０１６８】
［実施例５０～７２］緑色レジスト材５０～７２の調製
　表６に示した、上記樹脂型分散剤の溶液、上記色素誘導体、及び上記アクリル樹脂の溶
液を用いて実施例４９に示した方法と同様にしてアルカリ現像型レジスト材５０～７２を
得た。
　ただし、実施例４９、５０、５２～６２、および６８～７２は参考例である。
【０１６９】
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【表６】

【０１７０】
　［比較例１～１５］緑色レジスト材７３～８７の調製
　実施例１で用いたＳＯＬＳＰＥＲＳＥ－５６０００の溶液の代わりに、表７に示した分
散剤の溶液（不揮発分４０重量％）を用いた以外は、実施例１と同様にしてアルカリ現像
型レジスト材７３～８７を得た。
【０１７１】

【表７】

                                                                                
      
【０１７２】
　[比較例１６]緑色レジスト材８８の調製
　緑色顔料１（Ｃ．Ｉ．ｐｉｇｍｅｎｔ　ｇｒｅｅｎ　５８）の代わりに、緑色顔料２（
Ｃ．Ｉ．ｐｉｇｍｅｎｔ　ｇｒｅｅｎ　３６）を用いた以外は、実施例３と同様にしてア
ルカリ現像型レジスト材８８を得た。
【０１７３】
　（評価方法）
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　得られたアルカリ現像型レジスト材１～８８を用いて、流動性を評価するために、粘度
特性を、又、明度、コントラスト比（ＣＲ）の評価をするために明度、コントラスト比を
、又、安定性を評価するために経時コントラスト比変化率、経時粘度増加率を下記の方法
で測定を行った。
【０１７４】
　（粘度特性の測定法）
　得られたアルカリ現像型レジスト材の粘度は、Ｅ型粘度計（東機産業社製「ＥＬＤ型粘
度計」）を用いて回転数２０ｒｐｍにおける粘度を測定した。更に、回転数が６ｒｐｍと
６０ｒｐｍにおける粘度の比（チキソインデックスと呼び、値が大きいほどチキソトロピ
ックス性が高い）を求め、チキソトロピック性の評価を行った。
【０１７５】
　（経時粘度増加率の測定法）
　得られたアルカリ現像型レジスト材を調製した翌日の初期粘度と、４０℃で１週間、経
時促進させた経時粘度をＥ型粘度計（東機産業社製「ＥＬＤ型粘度計」）を用いて、２５
℃において回転数２０ｒｐｍという条件で測定した。このようにして測定した初期粘度と
、経時粘度を下式に当てはめ、経時粘度増加率を測定した。
【０１７６】
　［経時粘度増加率］＝（経時粘度／初期粘度）×１００
【０１７７】
　（明度の測定法）
　得られたアルカリ現像型レジスト材をスピンコータにより、回転数を変えて乾燥膜厚が
ＣＩＥ表色系のおける色度ｙが０．６２、０．６、０．５８となるように３点の塗布基板
を作製した。塗布後８０℃で３０分、熱風オーブンで乾燥したのち、それぞれ膜厚を測定
し、３点のデータから色度ｙが０．６における明度を一次相関法で求めた。色度は顕微分
光光度計（オリンパス光学社製「ＯＳＰ－ＳＰ１００」）を用いて行った。
【０１７８】
　（塗膜のコントラスト比の測定法）
　明度の測定に用いた基板により、３点のデータから色度ｙが０．６におけるコントラス
ト比を一次相関法で求めた。色度は顕微分光光度計（オリンパス光学社製「ＯＳＰ－ＳＰ
１００」）を用いて行った。
【０１７９】
　塗膜のコントラスト比の測定装置と値の算出法について、下記図１を用いて説明する。
液晶ディスプレー用バックライト・ユニット（７）から出た光は、偏光板（６）を通過し
て偏光され、ガラス基板（５）上に塗布された着色組成物の乾燥塗膜（４）を通過し、偏
光板（３）に到達する。偏光板（６）と偏光板（３）の偏光面が平行であれば、光は偏光
板（３）を透過するが、偏光面が直行している場合には光は偏光板（３）により遮断され
る。しかし、偏光板（６）によって偏光された光が着色組成物の乾燥塗膜（４）を通過す
るときに、顔料粒子による散乱等が起こり、偏光面の一部にずれを生じると、偏光板が平
行のときは偏光板（３）を透過する光量が減り、偏光板が直行のときは偏光板（３）を一
部光が透過する。この透過光を偏光板上の輝度として測定し、偏光板が平行のときの輝度
と、直行のときの輝度との比（コントラスト比）を算出した。
【０１８０】
　（コントラスト比）＝（平行のときの輝度）／（直行のときの輝度）
【０１８１】
　従って、着色組成物の乾燥塗膜（４）の顔料により散乱が起こると、平行のときの輝度
が低下し、かつ直行のときの輝度が増加するため、コントラスト比が低くなる。
【０１８２】
　なお、輝度計（１）としては色彩輝度計（トプコン社製「ＢＭ－５Ａ」）、偏光板とし
ては偏光板（日東電工社製「ＮＰＦ－Ｇ１２２０ＤＵＮ」）を用いた。なお、測定に際し
ては、不要光を遮断するために、測定部分に１ｃｍ角の孔を開けた黒色のマスク（２）を
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【０１８３】
　（コントラスト比の経時変化率の測定法）
　又、得られたアルカリ現像型レジスト材を４０℃で七日間静置し、初期ＣＲに対する経
時七日静置後のＣＲの変化率を求めた。（下式参照）
　　経時ＣＲ変化率＝（経時七日静置後ＣＲ）／（初期ＣＲ）
【０１８４】
　この経時コントラスト比の変化率が、９０％以上であれば実用レベルに耐えうる。好ま
しくは、９５％以上である。この範囲を超えると、保存安定性に劣り、カラーフィルタ用
緑色着色組成物として成立しなくなる。
【０１８５】
　（最大透過率の測定法）
　最大透過率は、明度測定に用いた塗布基板を用いて行った。顕微分光光度計（オリンパ
ス光学社製「ＯＳＰ－ＳＰ１００」）を用いて色度を測定した後、色度ｙが０．６におけ
る最大透過率を一次相関法で求めた。
【０１８６】
　次に実施例１～７２及び比較例１～１６で得られた緑色レジスト材の分散粒子径の測定
方法と調製方法について説明する。
【０１８７】
　（分散粒子径測定）
　分散粒子径は測定する原理、装置、試料調製方法、パラメータ設定等の条件により同じ
ものを測定しても同じ結果は得られないことがあるが、本発明においては動的光散乱法（
FFTパワースペクトル法）により測定を行っている。
【０１８８】
　動的光散乱法（FFTパワースペクトル法）を採用した日機装社のマイクロトラックUPA-E
X150を用い、粒子透過性を吸収モード、粒子形状を非球形とし、D50を平均径とした。測
定用の希釈溶剤は分散体に使用した溶剤をそれぞれ用い、超音波で処理したサンプルにつ
いて調製直後に測定した。
【０１８９】
　（ＳＥＭによる粒子径）
　顔料のＳＥＭによる粒子径は、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）の電子顕微鏡写真から最大
粒子の大きさを直接計測する方法で測定した。具体的には、写真に５０個の顔料粒子を撮
影し、個々の顔料の一次粒子の短軸径と長軸径を計測し、平均をその顔料粒子の粒子径と
し、その最大となるものを小数点以下１桁の有効数字で表した。
【０１９０】
　上記のようにして得られたレジストのチキソインデックス、粘度、経時粘度増加率、コ
ントラスト比（ＣＲ）、コントラスト比（ＣＲ）の経時比変化率、明度、最大透過率、分
散粒子径および、ＳＥＭによる分散粒子径の結果を表８～１１に示す。
【０１９１】
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【表８】

　ＣＲ：コントラスト比
【０１９２】
【表９】

ＣＲ：コントラスト比
【０１９３】
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【表１０】

ＣＲ：コントラスト比
【０１９４】
【表１１】

ＣＲ：コントラスト比
【０１９５】
　実施例１～７２（緑色レジスト材１～７２）のように、アミン価が３５～１００ｍｇＫ
ＯＨ／ｇである塩基性樹脂型分散剤を使用した時、流動性が良く、経時保存安定性に優れ
、高明度，高コントラスト比、高透過率を達成する緑色着色組成物を得ることができる。
【０１９６】
　前記樹脂型分散剤が、塩基性共重合ブロック（Ａ）と、顔料担体親和性共重合ブロック
（Ｂ）とからなるブロック共重合体樹脂である場合、更に、高コントラスト比となる。
【０１９７】
　更に、塩基性官能基を有する色素誘導体を前記樹脂型分散剤と併用すると、初期コント
ラスト比が高くなり、粘度特性、経時安定性も概ね良好となる。その上、更に、Ｘを酸価
、Ｙを平均分子量としたとき、（ア）Ｙ＞－７５０Ｘ＋５１０００、且つ（イ）Ｙ＞９４
０Ｘ－７９０００、且つ（ウ）Ｙ＞８０００の条件を同時にすべて満たす顔料担体を構成
する樹脂を使用すると、最も良好な緑色着色組成物を得ることが出来る。
【０１９８】
　これに対し、比較例１～１５（緑色レジスト材７３～８８）では、流動性、保存安定性
が共に劣悪で、コントラスト比、透過率の低い緑色着色組成物となる。又、比較例１６で
は、ハロゲン化銅フタロシアニングリーンを使用しているため、明度の劣る緑色着色組成
物となる。
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【図面の簡単な説明】
【０１９９】
【図１】コントラスト比を測定するための測定装置の概念図である。
【符号の説明】
【０２００】
（１）　輝度計
（２）　マスク
（３）　偏光板
（４）　着色組成物乾燥塗膜
（５）　ガラス基板
（６）　偏光板
（７）　バックライト・ユニット

【図１】
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